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をめぐる諸問題
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I はじめに
“Spatial diffusion”という概念が地理学にお
いて受容されていく過程を一種の拡散過程と
してみるならば， ’70年代のイノベーション
の空間的拡散研究にみられた大きな特徴の1
つは，Secondaryinnovation centerの確立，す
なわち’50～ ’60年代に Primaryinnovation 
centerとして機能していた，スウェーデン・
1レント大学に代わるアメリカ・オハイオ州立
大学の台頭であった。 Lawrence A. Brownを
中心とするそこでの研究は，Hagerstrandモデ
ルの単なる適用からの脱却をめざすものであ
り，地味ではあるが，着実な研究の枠組作り
を指向するものであった。彼の視点は，経済
学者と社会学者との聞における交配種トウモ
ロコシの普及をめぐる論争に対する反省の上
に立ち，イノベーションの供給と需要の側面
を区別することから成り立っている。その色
彩が濃厚となる 1975年の展望論文（Brown,
1975）では，主に供給面に重点をおき，単核
的拡散vs.多核的拡散，下部帯電造に規定される
拡散vs.下部構造の存在を必要としない拡散，
といったような拡散のタイプわけを行ない，
各々の場合について，関連要因の組合せから
類推される空間的拡散ノfターンを検討してい
る。そこでみられるような，立地論に基礎を
おきつつ，イノベーションの供給，需要をめ
ぐる行動の分析を通して，拡散過程全体を包
括するような説明原理を構築しようとする立
場乞彼は自ら機能論的立場と称し，空間ス
ケールがもっ真の意味を理解しない，Gould
(1969）の素朴な空間論的立場とは一線を画す
るものであることを強調している（Semple
and Brown, 1976）。
上記のBrown(1975）の展望論文は，必ずし
も系統だっては行なわれてこなかった従来の
研究の位置づけを可能とし，かっ今後の研究
の枠組を提供している点で，その価値ははか
り知れないものがある。しかし，支柱を立地
論に求めることが性急であるため，分析が規
範的になる恐れがあり，事実，近年の彼の多
変量解析法を駆使した実証研究では，その位
置づけにとらわれるあまり，手がたさだけが
自につく結果となっている。思うに，いまl
つの彼の貢献は，イノベーションの入手性に
関連する市場因子の重要性を指摘するととも
に，経験則による安易な説明よりも，行動論
的接近の必要性を説いた点にあった（Brown
and Cox, 1971）。たとえば，次のような，世帯
タイプのイノベーションの場合にみられる中
心地体系に沿った拡散の説明は，そのイノベ
ーションの配分者の市場決定と，それを購入
する採用者の異物行動とが，拡散過程と密接
に絡みあうものであることを示唆している。
「階層的拡散パターンは，個々の購買活動に
よって一層強められる。 （生活必需品の）買
物は，多くが近隣の中心地で行なわれるため，
イノベーションの配分者が存在しない中心地
の住民は，イノベーションの購入機会に恵ま
れず，またその配分者と接触する機会にも恵
まれないであろう ・・」（Brown,1968, p. 38) 
彼は，そうした市場因子の重要性を実証す
るために， Rapoportのパイアス・ネット・モ
デノレを用いて，スウェーデン南部中心地での
テレビ受像機採用者累積曲線のシミュレーシ
ヨンを行なったのであった（Brown,1968）。し
かしながら，当初行動論的側面を強調したに
もかかわらず，それのモデルへの組みこみ方
自体は粗雑であった。彼は，イノベーション
の配分者の行動の重要性を指摘しつつも，ス
ウェーデン南部諸都市でのテレビ受像機販売
店数をもって，それを示すものとした。また，
採用者の買物行動に歪つては，通勤データで
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代用しているにすぎない。むしろ問題とされ
ねばならないのは，テレビ受像機販売者の市
場選択の原理の解明であり，採用者が利用す
る特定中心地への買物行動の原理の解明のは
ずである。だが，少なくとも後者の点に関し
ては，当時はようやく貿物行動研究が活発と
なりはじめた時期であり， Huf(1963）の確率
モデルを除けば，空間的拡散研究に応用可能
な買物行動モデルが存在するはずもなかった
ことを掛酌する必要があろう。それが実現す
るためには，買物行動研究において行動論的
接近が大きな進展をみるきっかけとなった，
Rushtonによる顕示室間選好（Revealedspace 
vreference）の概念の提唱（Rushton,1969a）と
その操作化（Rushton,1969b）をまたねばなら
なかった。事実，それより 2年後， DeTemple 
(1971）は，彼の指導のもとに，消費者の顕示
空間選好を組みこんだ拡散シミュレーション・
モデルを考案している。
かつて，筆者は，空間的拡散研究における
行動論的接近の必要性にふれたが（杉浦，
1976 ），そのためには，地理学におけるこの
方面の研究成果を摂取することが当面の課題
のlっと考えている。その意味では， DeTemple
モデルは注目されてよいものであろう。だが，
それを Hagerstrandモデ／レと合体した統合モ
デルに至らしめるには，顕示空間選好につ
いて多くの検討されるべき問題点が残されて
いる。そとで，本稿では， DeTempleモデル
の紹介を目的の1っとしながらも，それの骨
格をなす消費者の顕示空間選好の概念と，そ
れをめぐる諮問題について検討することを主
たる目的としたい。
Il 顕示室間選好モデルについて
1 ）中心地理論と買物行動 Rushton-が顕
示空間選好の概念を提示するに至った遠因は，
Christaller理論の継承・発展を意図したBerry
による一連の中心地研究にあった。 Berryは，
成立闘と財の到達範聞という 2つの概念のみ
で，中心的な財を提供する中心地の階層的空
間構造の存在を論じた（Berryand Garrison, 
1958b）。かかる概念に基づく，中心地理論の
再定式化は，六角形の補完地域の配列に不可
欠な購貿カの一様性というやっかいな仮定を
用いることなしに，階層構造の存在を論じる
ことを可能にした。しかし，彼は，現実世界
での階層構造は地域のスケールに依存するも
のであるとし，比較的等質な小地減でのみ階
層性がみられるのであって，異質性が強まる
大地域の中心地体系においては連続性が卓越
するであろうと予想した（Berryand Barnum, 
1962）。 この中心地体系の連続的側面と階層
的側面は，ニ因子型の直接因子分析（Direct
factor analysis）による，中心地機能生起行列
の分析を通して検証されていくことになる。
その結果，アイオワ州南西部をはじめとする，
異なる特徴をもっアメりカ国内の5地域いず
れにおいても，規模に基づく中心地の連続性
に加え， 「市J，「町」，「村」の3段階からな
る中心地の階層性が確かめられた（ペリー，
1970）。とりわけ，アイオワ州南西部では，
小地減を対象として消費者の利用中心地に関
する面接調査が試みられ，階層性は中心地機
能の立地にみられるのみならず，消費者の買
物行動パターンにもみられることが論じられ
た（Berryet al., 1962）。かくして， Berryによ
れば，中心地機能，消費者およびそれらの聞
の相互作用と相互依存関係から形づくられる
中心地の階層秩序は， lつの空間的体系をな
すものであった（ベリ ，ー 1970, pp. l～33）。
それに対し， Rushtonは， Berryとほぼ同
じ時期（1960年〉のサンプル調査データを用
い，アイオワ州全域における買物行動を分析
した（Golledgeet al., 1966）。彼は，比較可能
な24の財・サービスについて， Berryの先の
直接因子分析による中心地機能分類と，現実
の買物距離に基づく中心地機能分類との対応
関係を検討し，低次財を除けば両方が一致し
ないととを明らかにした。とれは， Berryの
主張とは異なり，中心地の段階と中心地機能
の階次との問に対応がみられないことを示唆
するものであった。ここにおいて， Rushton
は， Berryが自ら認めているように，因子分
析結果の解釈の怒意性1）を問題にすることは
せず，買物行動からみた中心地体系の在り方
を問うといった，異なる観点からの検討をは
かった。消費者の中心地利用と関係する財の
??????
到達範囲の概念に含意されていることは，消
費者は，自らが必要とする財・サービスを最
も近くの中心地で購入するであろう，という
考え方である（Berry,1964, p. 15）。この仮定
は，次に述べるように，理論を演繕する上で，
承認可能なものとして暫定的に採用された基
礎原理ともいうべきものであり， Rushtonは
公準（postulate）という用語をあて，その妥当
性を疑問視したのであった。以下は，この点
からみた Christalerの中心地理論に対する彼
の見解（Rushton,1969a; Clark and Rushton, 
1970）を筆者なりに要約したものである。
Christallerは，中心地体系成立のための基
礎概念の1っとして，財の到達範囲を， 「分
散的な住民が，中心地点で供給される財の少
なくとも lつを獲得できる限界の距離J（ク
リスタラー，1969,p. 63）と定義している。し
かし，現実には， 「大きい地点と小さい地点
とでは価格構成の仕方が異なる」ため， 「比
較的大きな中心地点で供給される中心的な財
は，比較的小さい中心地点で供給される場合
の同一財に比べると，一般に，広い到達範囲
をもっている。J（クリスタラー ， 1969,pp. 
63～64）。 故に 「同ー の財についても各
中心地点ごとにその到達範囲もまた別個のも
のとなり，到達範囲は各中心地点を閤んで均
等に拡がることはなく，したがって正円では
なく，客観的ならびに主観的な経済距離に応
じてそれぞれ異なる仕方で拡がり，したがっ
て不規則な星状－－一J （クりスタラー ， 1969.
pp. 68～69）をなすことになる。との説明を
敷桁していけば，同じ段階の中心地であって
も，それをとりまくより上位の中心地の段階
が，各中心地の占める空間的な位置によって
様々であることからみて，その補完地域の大
きさは呉なる，という結論に達するととになる。
たとえば， G地点が近くに存在するM地点と，
K地点が近くに存在するM地点とを比べれば，
前者の補完地域の方が，上位中心地によって
蚕食される割合ははるかに大きいはずである。
さらに，こうした同じ段階の中心地問での補
完地域の大きさの差異は，立地する財のうち，
参入順位（Orderof entry）の低い財の成立慨を
みたさない場合を生じさせ，同一階層の中心
地であっても財の構成内容カヰ目途する結果と
なり，最終的には中心地体系の階層性は崩れ
去り，連続性のみが残るととになる。とのよ
うな結果にもかかわらず，同一段階の中心地
が同じ大きさの六角形の補完地域を保有しう
るためには， Christalerは，理念地域におけ
る中心地体系の導出に際し，最近接中心地利
用公準を暗黙裡に用いる必要があったのであ
る。
Rushtonは，最近接中心地利用公準があて
はまるのは，非西欧世界や前世紀の西欧社会
においてであろうとの見通しを述べる一方で，
アイオワ州の農村地帯（Rushtonet al., 1967) 
とニュージーランド ・クライストチャーチ市
内（Clark,1968; Clark and Rushton, 1970）を主
なフィールドにして，帰無仮説の形で最近接
中心地利用公準を検証していった。その遍在
性の故Ir.，最近接中心地利用公準が比較的あ
てはまるのではないかと考えられていた，低次
な財について検証が進められたのであったが，
アイオワ州では，食料品の購入に当たって，
サンフ勺レ農家世帯の 35%前後しか最近接の
中心地（人口 55人以上の中心地に限定）を
利用しておらず，クライストチャーチ市内で
も食料品，肉，野菜といった最寄品の購入
に際し，最近接の商店街を利用した世帯は，
サンプJレの45～60%前後にすぎなかった。
そこで，こうした事実をふまえた上で，新た
な行動公準を求める手がかりとして考えられ
たことは，現実に消費者が利用した中心地だ
けでなく，利用しなかった中心地をも対象に
含むべきである，ということであった。ここ
において，彼は選択という概念をもちこむこ
とになる。通常，意識の中における価値の序
列づけを選好（preference）と呼ぶのに対し，
実際の行動におけるその価値の序列に基づく
顕在的行動を選択（choice）と呼んで区別する
が（吉田， 1976,p. 32），彼は選好と選択を
同ーも見することによって， 自らのモデJレの理
論的根拠を，後述する経済学の消費者選択理
論に求めようとした。その場合，消費者にと
って，利用中心地の選択決定の基準となるも
のは，従来の研究でとりあげられてきた消費
者から中心地までの距離に加え，人口で代替
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される中心地の規模であるとした。つまり，距
離と規模に基づく空間選好（Spacepreference) 
の結果として中心地の選択がなされるとみな
すのである。とれは，彼以前に，空間選好が
様々な社会心理的，生物学的，経済的要因に
よって規定されるとして，消費者の買物行動
の意志決定に介在する，実に25もの関連要
素の相互関係をグラフ理論を用いて検討した
Huff(1960）とは著しい対照性を示している。
この相違は， lつには規模の差を者慮するこ
とにより，最近接中心地利用公準の適用範囲
が増すためであり，第2には，より一般的な
モデノレを構築するためには，当該変数がどの
地域においても容易に入手しうるのが望まし
い，という便宜性によるためであった。いず
れにしても，究極の目的が，消費者の買物行
動からみた中心地体系の導出にあるため，距
離と規模という， 一面では抽象的であるが，
すぐれて空間的な変数を採用するととは当然
の帰結であったといえよう。
2）中心地選択決定要因としての距離と規
模議論を先に進めるに当たって，果たして
消費者が距離と規模といった2つの空間的属
性によって実際に中心地〈商店街〕を選択す
るのであろうか，ということが問題となる。
本節では，この点に関し，近年の研究により
検討することにしたい。 202人の女性を対象
として，英国ブリストル市内患大の商業地区
のイメージ形成に関し，それぞれ4つの7段
階の評価尺度からなる9つの認知コンセプト
のSD (Semantic Differential）分析2）・因子分
析を行なったDowns(1970）は，価格，構造と
デザイン，外観，品数，サービス，営業時間，
といった6つのコンセプトを独立した因子と
して抽出した。そして，この6因子を含め，
解釈しうる 8因子をさらに大きく 2つの認知
タイプにわけ，サービスの質，価格，営業時
間，品数の多さと質，の4因子からなる認知
タイプを商業施設因子と名づけた。このよう
な成分が商店街のイメージ形成要因の1っと
して抽出されたととは，消費者の利用中心地
（商店街）選択の意志決定に，中心地（商店
街〉の規模が関係することを示唆しているの
ではないであろうか。 Downs(1970）の場合が，
1つの商店街の認知研究であったのに対し，
Spencer (1978）は，英国北東ランカシャ一地
方のネルソンとコルンという 2つの町におい
て，食料品と青物をとりあげ，消費者にとっ
ての地元商店といった，特定しない店舗カテ
ゴリーも含めた7つの商店（街）・スーパー
マーケットの認知を，後述する多次元尺度構
成法（MOS）のうちの個人差モデル INDSCAL
(lNdividual Difference SCALing）を用いて分析
した。彼は， Downs(1970）のようにあらか
じめZ平価項目を選ぶのではなく， 4地区の200
人の人々に対し，合計21(7 X 6サ〉の商
店〈街） ・スーパーマーケットの組合せにつ
いてその非類似性を10段階評価させ， IND・
SCALによりその3次元解を求めた。8つの
場合（4地区X2財〉の計算結呆のいずれに
おいても，各次元に関しほぼ同じような解釈
を下すことができ，“価格”次元に加え，
収商店街への近さ”や， 距離と品数から構成
される“便益性” といった次元が散見される。
この結果も，購買地選択における距離と規模
の重要性を示唆するものであろう。
しかし，ここで注意すべきことは，認知と
選好の区別である。意味としては，認知は，
人がある対象について意識すること，その知
識を得ることを包括的に示している（外村他
1971, p. 388）のに対し選好は，前述のよ
うに意識の中における価値の順序づけを意
味している。また， MOSが適用されるデータ
の側面からみても，認知研究がけり類似
性データを扱うのに比ベ，選好研究では選好，
順位づけなどの優越データを扱う，といった
違いがある（シェパード他， 1976,pp.23～
50）。その意味では， Downs(1970), Spencer 
(1978）の研究は，対象の認知に関する研究で
あって，対象の選好に関する研究ではない。
選好の問題に， Rushtonとは異なる方法で直
接的に接近したのが Burnett(1973）である。
彼女の研究の焦点は，消費者の買物行動にみ
られる学習過程の分析にあり，オーストラリ
ァ・シドニーにおいて居住年数以外の属性が
ほぼ一定な20名ずつ 2組の主婦を対象とし
て，利用商店街の選好に検討を加えた。女性
用の普段着の購入に際し，利用することが予
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想される 19の商店街の選好順位行列を，優
越データに対して適用される／ンメトリック
なMDSのアルゴリズムの1つであるTORSCA
(TORgerson’s SCAiing) -8にかけ，その2次
元解を求めた。その結果，“費用”と，サー
ビスのよさや多目的ショッピングの利点のよ
うな“みかえり” との聞の トレード・オフ関
係を表わす次元が，両方のグループに共通し
て得られた。前者は距離に関係しており，後
者は商店街の規模と相関するものと仮定すれ
ば，居住年数を問わず，顕示空間選好モデル
に含まれる2つの重要素が，消費者の商店街選
好に介在していると考えることができる。そ
して，彼女は，得られた2つの次元から求め
られる選好尺度が商店街の利用頻度と相関し，
利用頻度が，過去6か月間において消費者が各
商店街で女性用の普段着を購入するのに支払
った金額と相関しているととから，消費者に
よる商店街の選好と寅物行動との聞に対応関
係があると論じている3~ また， Spencer(1980) 
は，先の研究（Spencer,1978）において同時に
採集した7つの商店（街〉の選好に関するデ
ータを，優越データに対して適用されるノン
メトリックなMDSのアルゴリズムの 1つであ
るPREFMAP(PREFerence MAPing）にかけ， 2
次元解を求めている。それによれば， 4地区
ごとの分析，全体を一括した分析のいずれに
おいても，食料品，青物に共通して，“空間
的（距離的）”次元と“価格”次元が抽出さ
れるとしている。そして，利用者が多い3つ
の商店（街〉の利用の有無を，関連変数と得
られた選好次元とで判別分析した結果， 2財
とも選好次元が判別に寄与しており，特に食
料品の場合には， 収商店街への近さ”と命名
される選好次元が利用の有無に関係している
ことが明らかにされた。ここにおいても，空
間選好が商店〈街〉利用の意志決定と結びつ
いているととが示唆されているり。
結果的には都市内を対象とする研究のみに
限定されたきらいはあるが，以上の検討から，
距離ないし規模に関係する要因の存在は認め
られよう。しかも，それは，従来の研究が先
験的に関連変数を選び，認知，選好の分析を
行なってきたことへの反省の上に立ち（Burnett,
1973,pp. 182～J83,p.190;Spencer, 1978,pp目
714～715), MDS によって後天的，客観的に
関連変数を抽出した結果，得られた結論でも
ある。しかし，こうした機能をMDSが備えて
いると断定することには問題があり（Louviere,
1975,p.317），次元は，対象の客観的，物理
的属性ではなく，認知の意味（Cognitivemea-
n凶g）に基づいて解釈されねばならない，と
いうような次元の正しい解釈方法をめぐる議
論があることも事実である（Harmanand Betak, 
1976,pp.6～7）。このような点を考慮すれば，
距離や規模は直接的にではなく，むしろ他の
要因と複合し，相関しあって中心地（商店街〕
利用選好を形成していると考えることが穏当
であろう。 Rushton以前に，買物行動の確率モ
デノレを構築したHuff(I 963, pp. 85～86）も，モ
デ、Jレのlつの構成要素である売場面積は品数
を代替するものであるとしている。Huffモデ
／レは，この他に時間距離もモデルの構成要素
にとりあげており，顕示空間選好モデルとの
違いを知るためにも，その特徴を明確にして
おく必要がある。
3) Huffモデルについて 一般に， Huffモ
デルは， Reilley-Converseの商圏画定モデノレを
確率論的に展開したものとして位置づけられ
ている（Haggettet al., 1977, pp. 32～33）。それ
は， Reilley-Converseモデルの基になった重カ
モデルの構成要素に類似した変数がモデル式
中にとりこまれているからである。しかし，
Huffの関心は商店（街〉よりもむしろ消費者
にあり，彼のモデルは，選択可能な商店〈街）
の中から，特定の商店〈街）を消費者が選択
する過程を記述することを目的としている（Huff,
1964）。そのために， Huff(1966）は，次のよ
うな仮定のもとで自らのそデノレを構築してい
る。
選択可能な商店（街〉の集合をJとし，そ
の中で l人の消費者の噌好・選好に合致する
選択可能な商店（街）の部分集合をみとすれ
ば，
Cl）部分集合J。に含まれるすべての選択可
能な商店（街）の中から，商店（街） jが消
費者tによって選ばれる確率九1は， 彼がそ
の商店（街〉に関しでもつ効用uりに比例す
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るとし，
uり
お ＝吉て一（T,_P;;=l, OくP;;< 1) 
’ ） • u口／＝l ’ ，
J ・（l)
と定義する。
( 2）消費者zが， 2つの商店（街） j' k 
のうちの一方を選ぶ確率の比率は，他の商店
〈街〉の存在と無関係であり，この比率を彼
にとっての2つの商店（街〉の効用比と呼ぶ
ことにする。すなわち，
P,; u;; 一2 ＝ー ムー ...(2) 
P;k i悦
である。
( 3）消費者zが商店〈街）jに関しでもつ
効用Uijは，商店（街）の規模」ろに正比例し，
消費者iから商店（街〕 jまでの時間距離T;
の森乗に反比例するものとする。すなわち，
S; 
u;; ＝す 附
である。
したがって，印式を（1）式へ代入すれば，次の
ような買物行動の確率モデルが得られる。
S】
也；； 7;/ 
P; ＝τよ ＝τマー …・・（4)
tU;, .I:」ア
戸、可）＝lr;/
ところで， Berry（ペリー ， 1970,pp.52～53,
p. 171), Sheppard (1978, p.392), Pipkin (1979, 
p. 314）等によれば， Hufモデルは，数理心
理学者 Luce(1959）が提唱した個人の選択行
動（Individualchoice behavior）の理論に基づく
ものとされている幻。そこで， Huffモデノレと
の対応を知るために，以下にその関連部分を
記しておきたいめ。
最初に，選択の確率はOでも 1でもなく，
Tを選択肢の有限集合，RをTの部分集合と
し，次のような選択の公理を仮定する7）。
「全集合TからRの要素zを選ぶ確率♀（x)
は，全集合から選ばれた選択肢が部分集合R
の中にある確率PT(R）と， Rからzを選ぶ確
率弓（x）との積に等しい」
いま， Rがzとyの選択肢からなると仮定
すると， zとyの選択確率は，上記の会理よ
り，
ヰ（x）＝らくx）ヰ（R）…・・（5)
P7(y)=PR(y〕P7(R）・…..(6) 
である。そこで，（5）式を（6）式で除すると， R
={x, y｝であるため，
ヰ（x) PR(x〕 P(x,y) 
f干（y) PR(y) P(y, x) 
. ・(7) 
となる。これは定比則（Constantratio rule）と
呼ばれ，ある集合から2つの要素が選ばれる
確率の比が，その集合に属する他の要素と無
関係であることを示している（Luce理論の補
助定理3）。
ところで，
yfヰ（y）ニ1 ・・（81
であるため，（8）式と（7）式より， P7(x）は，
Pr(x) 
ヰ（x）ニ士ム一一一一一一一ゐPT(y) z互包よ
YET J干（x)
1 
= I; E色L三l ・・（9)
yεT P(x, y) 
と書き改めることができる。これは3 選択対
象全体の集合Tからzが選ばれる確率は， T
に含まれるすべての要素とzとの一対確率か
ら決まることを示じている（Luce理論の定理
1）。
さらに， Luce(1959, p. 3）は，この公理から，
たとえば経済学における効用の概念に相当す
る数値尺度を導出しようとする。いま， Tの
任意の要素aをとって， zの尺度値v(x）を
次のように定義する。
P(x, a) 
(x〕＝一一一一一ー ・・ 0倒P(a, x〕
(10）式は定比則により，
P(x，α〕 Pr(x)
¥.X) ＝一一一一 ＝一一一一 …帥P(a, x) P7(a〕
となる。したがって， V(x） とyの尺度値
。（y）との比は，定比興lより，
V (x）ー ヰ（x)P7(a)
v(y) P1（α）1子（y)
P7(x) P(x, y) ＝~一一＝一一一一一 …帥
PT(y) P(y, X) 
となる。そこで，（9）式にω式を代入すれ
ば，
?
?
???
Pr(x) =___2_一＝＿＿＿：＿' r; P(y, x) r; v(y〕
yεr賀玄y) yεT買Z了
v(x) 
＝吉一一一… 帥ゐv(y)
となる。これは，選択の公理が満足されれば，
集合Tの中から要素zが選ばれる選択確率を
尺度化しうることを示している《しかし， u
はTの任意の要素aに関して定義されたにす
ぎないため，異なる婆索bを用いれば，次の
ような新しい尺度がを定義することができる。
P(x, b）九（x〕’（x) ＝一一一一一 ＝ ＿！＿一一一
P(b, x) Pr(b〕
九（a)Pr(X) PT(a) 
= , . ＝」一－v(x)
ヰ（b)PT〔α〉与（b)
=kv(x）…... M 
したがって， v(x）とuてx）は比例関係にあ
るととになり， U尺度は単位を除けば一意的
に決まるのである （Luce理論の定理3）。
いま，定理1をふまえた上で，（1）式の効用
UijとOおえのU尺度が等価であるとみなせば，
Huffモデルの選択硲率が尺度化されうること
は明らかである。また， Huffモデノレの仮定ω
も定比則とω式より正当化される。かくして，
Huffモデルは， Luα理論により公理論的裏づ
けを与えられ，個人の行動を記述するもので
はないa という重カモデルとその派生モデル
に対する批判は，この場合あてはまらないこ
とになる。しかし， Luce理論に基づくことに
より，J}ljの問題が生じる。第1に， Luce(1959, 
p.7）自身が認めていることではあるが，仮定
された公理は単純な選択決定の場合を想定
しているため，選択が多段階の過程を経る場
合には，理論が成立しない可能性が強い。第
2に，仮定された公理は2 個人については成
り立つが，次』E示すように，集団については
成り立たない。いま，個人iに関し， PR(x)
= 0.80，ヰ（R)=0.90とすると，＠式より
ヰ（x)=0.72となる。また，個人1に関し，
九（x)= O. 20, Pr(R) = 0.10とすると，
(5）式より与（x)= 0.02となる。そこで両者
の平均を求めると，弓（x)=(0.80+0.20) 
x!=o.肌ヰ（R)= (0.90十0.1伽 i
= o.肌ヰ（X) = ( 0. 72 + 0 . 02）×1 =
0.37となる。ところが，この平均された九
(x）とヰ（R）から尽くx）を計算すると，
ヰ（x)= 0.50×0.50=0.25となり，単純
平均によって求めた値と一致しないことにな
る（Luce,1959, p. 8）。そして，第3に， Luce
理論は選択行動のメカニズムに関する説明を
含んでいない，という問題点がある （Pipkin,
1979, p. 314）。確率的（probabilistic）選択モデ、
／レは，定数効用モデfレと確率（random）効用モ
デルの2つに大きくわかれる〈クームス他，
1974, pp. 160～161; Pipkin, 1977）。前者は，
Luce理論のように，選択肢に関して定義され
た一定の数値尺度（効用〉を基にして，決定
が確率的に行なわれることを仮定する。それ
に対し，後者は，意志決定者は常に最高の効
用をもっ選択肢を選ぶが，効用自体は定数で
なく確率的であると仮定する。したがって，
確率効用モデルが決定論的であるにせよ，選
択のメカニズムにふれているのに比べ，定数
効用モデノレは，単に選択陛率が尺度値に比例
することを仮定しているにすぎないのである。
以上のように， Huffモデ、Jレの智揃句根拠を
Luce理論に求めようとすると，いくつかの間
題があることがわかった。しかし，ともかく
両方をつなぐキ一概念が効用であることは確
認される。消費者が財を合理的に購入し，消
費する場合の原理を解明する経済学の消費者
選択理論では，元来効用の概念が重視されて
きた。そこでは，消費者が自己のもっている
限られた所得のもとで，財を消費するととに
よって得られる効用を最大化するような行動
が仮定されている。とりわけ，序数的効用と
選好の無矛盾性という仮定から出発して，演
縛的に理論の展開をはかる無差別曲線分析は，
消費者選択理論における 1つの完成された接
近方法であった（吉田他， 1974, pp. ll8～ 
119）。 それに対し，効用という心理的要素
を排除して，消費者が市場で実際に需要した
財の組合せ ・数量を客観的に観測し，そのデ
｝タを消費者の選好の表明と考え，それを基
に需要法則を説明しようとしたのが， Samuel-
sonの顕示選好（Revealedpreference）理論であ
る（高橋・増田， 1975, pp. 391～392〕。
-16ー
Rushton (1969a; 1969b）は， この理論を消費者
の空間的行動の分析に援用し，新たな買物行
動モデノレを構築しようとしたのであった。
4）顕示空間選好の概念空間的観点から
消費者の買物行動に接近するためには，少な
くとも2つの立場を明確にしておく必要があ
る（Rushton,1969a）。第1の立場は，異物行
動を， u空間における行動（Behaviorin space）” 
とみなす考え方に立っている。との立場は，
特定の空間的体系において生起する実際の消
費者の行動の分析に関心をよせている。しか
し，そうした行動は，対象とする空間的体系
に多少とも規定されているため，結果的に導
き出された規則性は，消費者の行動公準とは
なりえないのである。たとえば，貨物行動も
含めた様々な空間的相互作用の説明に用いら
れるパレート型の距離減衰関数（Y=ax") 
は，以下の理由から行動公準としてはうけい
れられない。前記の関数の傾きを示すパラメ
ター bは，選択可能な機会の分布〈あるいは
密度〉を反映していると考えられ，機会が多
いほど傾きはきつくなるであろう。同時にパ
ラメータbは，そうした機会の組合せに関す
る利用者の選好をも反映するであろう。した
がって，距離減表関数では，機会分布と選好
とを分離・抽出することが事実上不可能とな
り，単に特定の空間的体系における行動を記
述しているにすぎないのである。
第2の立場は，買物行動を， q空間的行動
(Spatial behavior）”とみなす考え方に立ってい
る。この立場は，消費者が選択可能な機会を
評価・選好し，その結果に基づいて選択を行
なう点に関心を払っている。一般に，選好構
造は，行動が観察される空間的体系とは独立
して存在し，機会分布に比べ，より一層時間
的，地続的に安定したものと考えられるため，
空間選好を重視した行動公準が一旦擁立主れ
れば，対象とする空間的体系がいかに変化し
ようとも，そこに展開する行動ノfターンを予
1則することができるかもしれないのである。
また，異なる機会分布をもっ他地域での行動
パタ｝ンの予測も可能なはずである。
Rushtonが，空間的行動の観点から買物行
動にとりくむようになったのは，中心地の立
地と消費者の買物行動の相互規定関係を指摘
した Curry(I 967）に負うところが大きかった。
頂度，それは時期的にみても，行動を媒介項
tとして，空間的ノξターンと空間的過程との関
係に地理学者の目が向けられはじめた頃であ
る（高阪， 1975）。Rushtonの空間的行動に
関する考え方は，その時点では観念的なもの
であって，空間的機会について研究するより
も，比較的安定した構造をもっ選好について
研究を進める方が実り多い成果が期待できる
のではないか，という程度のものであった。
しかし，その影響は小さくなかった。空間的
相互作用モデルの認識論的考察を行なった
Olsson (1970）は， Rushtonの見解を引用しつ
つ，重カモデJレの距離摩擦係数は，空間的相
互作用そのものよりも機会の空間的分布を記
述する恐れがあるとしている。同時にまた，
彼は，当該現象にみられる自己相関の扱い方
如何によっては，たとえ適合度が高くても，
依然として誤ったモデルの特定化が起とりう
ることを指摘している。
やがて，これらの問題は， Curry (1972）が
非制約型の重カモデルのパラメータ推定問題
に言及するととによって，表舞台へ霊場する
ことになる。人口分布の空間的自己相闘が重
カモデJレの距離摩擦係数に影響を与えるであ
ろうという彼の指摘は，以後， Johnston(1973, 
1975; 1976), Cliff et al. (1974; 1975; 1976), 
Curry et al. (1975）・ Sheppardet al. (1976）に
よる 3つどもえの重力モデルの距離摩擦係
数論争の口火を切るととになった。 との論争
の詳しい経過について述べる余裕はないが，
Johnstonは，地点別に重カモデルの距離摩擦
係数を求めると，位置（マップ・パターン）の
影響が｛動いて，研究地域の周辺の地点ほど距
離摩擦係数の絶対値が大きくなる傾向にある
ため，それをとり除くには，地点聞の距荷量のレ
ンジを用い，距離の標準化をはかるべきである
としている。これに対し，他の2つのグルー
プは，研究地域全体の空間的相互作用を lつ
の重力モデルで分析する場合を問題にしてお
り， Cliff他は，距離摩擦係数の推定にマップ・
パターンの影響が現われるのは，人口分布が
距離減表関数と類似した形を呈する都市内で
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の空間的相互作用の場合だけであろうとし，
都市問での空間的相互作用の場合には，たと
え人口分布に空間的自己相関が存在しても，
距離摩擦係数の推定には影響を及ぼさないで
あろうとした。他方，Curry他は，Johnston,Cli仔
他の河方とも，彼らが自らの主張を裏づける
ために行なった実験に問題があるとし，根源
的には，”質量”の項に空間的自己相関が存在
する場合の重カモデ／レの特定化に関る問題で
あるとしている。
一部，議論がかみあわない点もみられ，論
争は途中でレフリー・ストップがかかりはし
たが，問題の深刻さを浮彫りにした意義は大
きかった。すなわち，重カモデJレの距両信奉擦
係数には，行動le対する距離の摩擦効果のみ
ならず，地点の位置や人口分布の空間的自己
相関といったマップ・パターンの影響も反映
されており，両方を分離することは困難であ
ると認識されるに至ったのである。かかる論
議は，時間的には Rushtonが顕示空間選好モ
デJレを提出した以後に起こったのであるが，
行動の基礎をなす選好と，機会分布とを切り
離した形の新たな空間的相互作用モデルが切
望される理由の一端は第い知るととができる
であろう。また，この論議より，蓋カモデル
から派生したReilley-Converseモデルを確率論
的に展開した形のHuffモデルが抱える問題点
も明らかである的。
ところで，機会分布と選好という側面から
買物行動をとらえると，現実の行動パターン
は，利用しえたかもしれない空間的機会の中
から，利用可能な選択肢を主観的に選好し，
選択した結果とみなすことができる。 つまり，
現実の買物行動とは，住宅から中心地までの
距離と，中心地の規模を主要な空間的属性と
する，選択可能な空間的機会の中から，各世
帯（人〉が自らの意志決定にしたがって，利用
中心地に関し選好を表明した結果なのである。
かかる解釈は，経済学の消費者選択理論にお
ける顕示選好の概念色空間的な消費者行動
問題に適用したことに他ならない。消費者選
択理論によれば，消費者が，ある財の組合せ
を購入できたにもかかわらず， 5.l!Jの財の組合
せを選択するならば，後者に対する選好を顕
示（表明）したと解釈しうる（へンダースン・
クオント， 1961,pp. 8～59；；稲田， 1970,
pp. 63～94）。とのように表明された好みの
ことを顕示選好というのである。冗種類の財
があり，ある特定の価格の組P?,P2°, , 
dを〔po〕で示し，この価格に対応するある
消費者の購入量を〔qo〕で示すとき， Samuelson
(1938a; 1938b; 1948）は，もし〔qうよりも〔qo〕
の方が顕示的に選好されたときには，〔ql〕が
〔qo〕よりも顕示的に選好されることは決して
ありえない，という選好の無矛盾性を保証す
る顕示選好の弱公準から需要法則を導いた。
そして，〔qo〕が〔ql〕よりも顕示的に選好され，
〔ql〕が〔q2〕よりも顕示的に選好され， ．．．
〔qn-1〕が〔q勺よりも顕示的に選好されたとき
には，〔qn〕が〔qo〕よりも顕示的に選好され
ることは決してありえない，という選好の推
移性を保証する顕示選好の強公準から，伝統
的な消費者選択理論の説明のよりどころとな
る，効用無差別曲線（曲面）が導出されるこ
とも証明されている。
ここで，顕示選好の定義における「財Jを
「空間的機会Jでおきかえ， 「購入Jを 「利
用」でおきかえると，消費者がある空間的機
会の組合せを利用できたにもかかわらず， 5.l!J
の空間的機会の組合せを選択するならば，後
者に対する選好を表明したと解釈するととが
でき，このように表明された選好のことを顕
示空間選好（Revealedspace preference）と定義
することができる的。他方，こうした選択が
なされるためには，消費者の側にとって， 利
用可能な空間的機会の組合せの順位づけを前
提とするはずである。伝統的な消費者選択理
論によれば，消費者の財に対する評価の序列
は，数学的には効用関数によって表わされる。
この効用関数は，各種の財の様々な消費量に
対しである数値を与えはするが，これらの数
値は単に主観的な評価の序列を示すにすぎな
いとされる〈へンダースン・クオント， 1961.
P・ 11）。つまり，消費者は序数的な効用の尺
度をもっていると仮定される。2つの財ql’
q2を例にとれば，ある一定の効用水準あるい
は満足水準は，財の消費量Q1とQ2の多くの
異なった組合せによって表現しうる。一定の
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効用水準tPに対して，消費者の序数的な効用
関数は，
uo=f(qγ q2) ・・伺
となる。効用関数は連続的であるため，伺式
を満足するようなQIとQ2の組合せは無限に
ある。したがって，消費者が同じ満足水準を
得るような財のすべての組合せの軌跡は，無
差別幽線を形成することになる。qlとq2の量
を横軸と縦軸にとった第1図では，右上の方
向に進むにしたがって，無差別曲線は次々に
より高い満足の水準に対応している。図のA
点からB点に移動するときにはQlとQ2の両
方の消費量が僧加するため， B点はA点より
も高い満足の水準に対応することになる（へ
ンダースン ・クオント， 1961, pp. 14～15〕。
なお，複数の無差別曲線を無差別曲線群とよ
び，消費者の好みが首尾一貫しているならば，
無差別曲線が互いに交わることはないとされ
る。
Q. 』‘
。
第1図 2財を購入する場合の無差別曲線図
以上のことから，選好の順位づけが与えら
れれば，それに対応する無差別曲線群が得ら
れるととがわかった。ただし，とこで，無差
別曲線の概念を空間的選択問題へ応用する際，
次のような仮定を必要とする。すなわち，距
離と規模といった空間的属性の組合せからな
る立地タイプのうち， 1つを選択することが，
空間的機会を選択することと同ーであるとみ
なすことにする。そうすれば， 1つの無差別
曲線は，消費者がそれに対して無差別である
すべての空間的機会の中の，一組の空間的機
会を明示する機能を果たしているといえよう。
具体的には，無差別幽線群は，後述するよう
な現実の中心地利用パターンの分析によって
明らかにされる，位置がもっ空間的属性の代
替傾向を図的に表わしている。無差別曲線が
与える数値に示される空間的機会の評価は，
自らの顕示選好に至らしめた，空間的機会に
関する意志決定者の心理的な順位づけに対応
するものと仮定され，この順位づけが意志決
定者をして行動に至らしめると考えるのであ
る。
qi 
5〕顕示室間選好の概念の操作化利用中
心地の選好順位づけ（選好尺度〉は，心理学
の尺度構成法の1つである多次元尺度構成法
(Multi・DimensionalScalingー MDS-)ioiを用
いることによって求められる。MDSには様々
な技法があるが，いずれもデータの中に潜む
構造を，できる隈り少数の次元によって空間
的に表現し，視覚的にとらえることに共通の
特徴がある。ここで用いるノンメ トリック（非
計量的〉な MDSアルゴリズムの 1つである
M・D-SCAL(Kruskal, 1964a; 1964b）は， π個の
対象の中から選んでできる2つの対象の組合
せすべてについての，対象聞の（非）類似性，
相関，相互作用等， 一般に帆近接性”を表わ
すデータ行列に対して適用されるものであり，
データの対象の組合せ聞の距離の順位のみを
保持した， π個の点の新たな布置を少数の
（ユークリッド）空間上に表現することを目的
としている（シェパード他， 1976）。この場
合，選好尺度は，特定の財の購買行動に関す
るサンプJレ調査から得られるデータを基礎に
して， l'?Zの手順で求められる川。
(1）消費者は，中心地までの距離と中心地
の規模（人口〉の2つの属性の組合せからな
る選好関数をもつものと仮定し，第2図のよ
うな両方の組合せを示すπ個の立地タイプを
決定する。
(2〕サンフワレ世帯の実際の利用中心地がい
ずれの立地タイプに属するかを調べ，行ごと
にサン7＇ル世帯を ，列ごとに立地タイプを配
したデータ行列を作成する。このデータ行列
の各要素は次のような数値からなっている。
? ???
中心地の人口
人
8,000 
4,000 
2,000 
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中心地までの距離
第2図立地ヲィプ定義図
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(Rushton (1969b）原図〉
j）各世帯が実際に利用した中心地と対応
する立地タイプの該当個所に 1を与える。
i)各世帯から特定のIE§商臨囲（Rushtonの
場合は25マイル〉内の，実際に利用されなか
った中心地はすべて選択の対象であったと仮
定し，対応する立地タイプの該当個所にOを
与える。
i)上記の距離範囲内に存在しない立地タ
イプの個所は空白とし，以下の計算では除く。
C 3）データ行列より，一対比較法（Method
of paired comparison）を用いて，各立地タイプ
の組合せごとに，列ごとの立地タイフ。が行ご
とのそれよりも好まれる回数を示す，選好頻
度行列（筆者仮称、〉山を作成する。
C 4）選好頻度行列から，立地タイプtより
も立地タイプ1が好まれる確率Pjpiを求める。
選好頻度行列におけるz行1列の要素をT;j.
j行z列の要素をちzとすれば，
T.:, 
E 一一二Lー ( i * J ) ・…・帥
jpi 宅j＋写i
である。ただし，可i=Oで写i= 0ならば
Pjpi と P;piは定義されず13~ 写i= 0でT;j> 
OならばPゅ＝ 1, T;j = 0で写；＞Oならば
吟pi=0である。したがって，ら＋弔j>0 
のときには常にP,・ + P, = 1である。このJP包 ，pj
行列を選好確率行列と呼ぶことにする。
(5）選好確率行列では， 2つの立地タイプ
が全く同一に知覚されたときの類似度は0.5
となる。したがって，この値からの偏差が，
2つの立地タイプ問の知覚された非類似性を
表わしていると考えられる。そこで，非類似
性を表わす距離が，
0;i = I今μ一o.5I ・・帥
と定義され，対角要紫をもたない非類似性三
角行列が得られる。この場合， oiの絶対値
が大きいものの方が，非類似性は強いといえ
る。
( 6）との非類似性三角行列にM-D-SCALを
適用することによって， ogh~ o;i ~ okl ~五 ー
といった，もとの非類似性三角行列の要素の
順位関係のみを保持した，らh語ら豆J;,l孟
なる新たな距離関係を有する百個の点の
座標を， t次元空間 (1豆t三π 1）上に
求めるととができる。
(7）解を求めるに当たっては，通常，デー
タと矛后しない範囲内で，可能な限り少数の
次元による表現が望まれる。その際，上記の
単調関係からのズレを表わす測度，ストレス（S)
が適合度を判定するためのきめてになるとと
もに，次元数決定の lつの目安となる叫。
n n Jヘ五五（d;j-dij y 
s =I・ J ; π (i *-i〕・・帥
i~j互 c1.;;
ただト d;jはt次元空間での点i'j聞の距
離，令はoiiと同じ順位になるように修正さ
れた点i'j聞の距離である。Kruskal(1964a) 
によれば，完全に適合していると，ストレス
はOであり， 5% (S X 100）程度ならば良
く適合しており， 20%(S X 100）までが許
容範囲であるとされている。このストレスの
値を目安として，適切なcl;；を得るまで，非
線形計画法最適化問題に適用される勾配法
（最急降下法〉を用いて収業計算を行なう。
(8）この場合，選好尺度を求めることは，
l次元空間に上記の条件をみたす点の布置を
求めることに他ならない。得られた1次元の
座標値（尺度値〉を，第2図の対応する立地
タイプの桝自の中央に記入し，等値線を描け
ば，第3図のような無差別曲線群が得られる。
1つの等f直線上では，中心地までの距離と中
心地の規模との組合せがもっ効用は同ーであ
り，右下方から左上方に向かう』こつれて，選
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中心地までの距離
第3図空間選好の無差別曲線図
一アイオワ~＇Mでの食料品購入の場合一
(Rushton (1969b）原図）
択される立地タイプの効用は大となり，より
好まれることになる。後でみるように，との
ような形の無差別曲線鮮が最も一般的と考え
られるが，もしすべての無差別曲線が垂直で
あれば，規模が全く代替性をもたないことを
意味し，これは，最近接中心地利用公準がさ
し示す選好関数に対応している。
6）顕示空間選好からみた中心地体系経
済学の顕示選好理論に基づき，心理学の手法
である MDSを援用することによって，顕示
空間選好モデ、ノレは一応の完成をみた。その結
果，消費者の買物行動からみた中心地体系の
在り方を操作的に検討するととが可能となっ
た。たとえば， Bell(1973）は，成立働の推定
に顕示空間選好モデルを適用し， 1960年と
1970年の両年次について，アメリカ・アイオ
ワ州デモイン周辺の68の中心地を対象とし
て， Berryの研究（Berryand Garrison, 1958a）と
の比較を試みている。Berryによれば，理論的
な財の成立聞は次式で定義される。
P=A(BN) ・・ (1暗
ただし， pは中心地人口， Nは中心地におい
て当該財を供給する施設数である。上式を対
数変換し，最小二乗法によってパラメータA,
Bを推定し， N=lとすれば，理論上の成立闘
が求められる。それに対し， Belは， Berryは
成立闘の推定に中心地の人口のみを用い，市
場地域の空間的拡がりを考慮していないとい
う理由15）から，研究地域全域に合計48×74
=3,552個のl平方マイル方格を施し，消費
者の顕示空間選好に基づく市場地域をまず画
定した。そして，彼は，（19)式によって市場地
域総人口（中心地人口と農村市場地域人口の
合計）と施設数との関係を求め， 41財につい
て16），得られた成立問の順位を Berryのもの
と比較した。両方の対応関係を順位栂関係数
によって鯛べてみると， 1960年が0.652,
1970年が0.767と比較的強い相関がみられ
た。 Bell自身は，相関係数の値が予想よりも
小さいと考え，Berryの成立闘推定方法に批判
的であるが，その数値は，顕示空間選好モデ
ルによる市場地減設定が，あながち的はずれ
なものでないことを証明しているとも考えら
れる。
このように理解すれば，消費者が顕示空間
選好をもっている場合の仮想地域において中
心地体系のシミュレーシヨンを試みた， Rus-
hton (1971b）の実験的研究に経験的支持が与
えられるととになる。いま，仮想地域での人
口密度を一定とし，すべての住民は同じ購買
カ，消費関数，選好関数をもつものとすれば，
顕示空間選好モデ‘Jレによって消費者の利用中
心地を決定することにより，各中心地の市場
地域を画定することができる。その際，市場
地域の総購買力が，各中心地がもっ特定の財
の成立闘をみたしておれば問題はないが，も
しそうでなければ，その財は当然中心地から
消滅することになる。そこでまた顕示空間選
好モデノレによって新たな市場地械を画定し，
各中心地での財の立地の可否を検討する。と
のような手順で，均衡状態に達するまでシミ
ュレーションをくり返せば，消費者の買物行
動を反映した中心地体系が最終的に得られる
ことになる。彼は， 6,400世帯が一様に分布
し， 4階層からなる31の中心地がK=3の空
間的配列をもって存在する地域での中心地体
系をシミュレ｝トした。階層構造をもっ中心
地体系を初期条件として与えたが， 4回のく
り返し計算で均衡に達した後の中心地体系は，
もはや明瞭な階層性を呈さなくなっている。
現実には，財を供給する側の企業者の行動も
あるため，消費者の買物行動のみが中心地体
???? ?
系の在り方を一方的に規定するものでないこ
とは明らかである。しかし，との研究は，現
実の地域において明僚な階層性がみられない
ことの一因を明示している点で，それなりの
説得力をもっている。かくして，この研究に
より，距離と規模を行動公準とする消費者の
買物行動からみた中心地体系の在り方を問う，
といったRushtonの所期の目的は達せられた
ことになる。
Il 実証研究の展開とそ
こにみられる問題点
1）実証研究の概略 Rushton以後の顕示
空間選好モデルを用いた実託研究の一覧は，第
1表17）に示されている。 Rushton(1969b）は，
1960年のアイオワ州の場合について選好構造
を抽出したのをはじめとして，同地域におけ
る選好構造の年次変化の検討（Rushton,!969c), 
ミシガン州の場合との比較（Rushton,197 lc), 
という形で実託研究を積みあげていくことに
なる。やがて，他の研究者もこのテーマを扱
い始め，デンマ クー （Andersenet al., 1974), 
メキシコ（Lentneket al., 197 5），カナダ（Girt,
1976），オランダ（Timmermans,1980）における
都市間レベルでの研究から，アメリカ・パッ
フ7ロー （Lieber,1977），アメリカ ・サンディ
エゴ（Hinshawand Stutz, 1976），オランダ ・ア
イントホーフェ ン（Timmermans,1979）におけ
る都市内部での研究へと拡大している。とれ
らの研究においてとりあげられた財は，買物
距離の比較的短い食料品が多いが， Rushton 
が利用したオ リジナ〉レ ・データを用いた
DeTemple (1971）は， 20種類もの最寄品から
lつの選好構造をとりだし， Timmermans 
(1979; 1980）は貿回り品という抽象的な形で
データを集めており，より複合的な選好構造
を求めようとしている。また，近年では，ポ
リー ング場の利用や教会への出席といった
サービス業種も対象とされはじめ，多角的な
検証が試みられている。サンプル数について
みると， 200～5,500世帯（人）と極めて巾
広いことがわかる。これは，研究地域の大き
さとも関係しているが，より直接的にはそと
に存在する機会総数と関係している。いま，
このサンフ勺レ数を機会総数で一律に除して，
I機会当たりの平均利用世帯数（人数〉を求
めてみると， Hinshawand Stutz (1976）を除け
ば， 0.287～8.03の範囲にある。空間的相
互作用を扱う重力モデルは，通常， （サンプ
ノレ）人口に対し，発地と着地の数が比較的多
い場合には，適用することができないとされ
る（Girt,1976, p. 138）。すなわち，重力モデ
ノレのパラメ←タ推定には非常に多くの（サン
プル）人口を必要としている。それに対し，
顕示空間選好モデルは，各中心地を立地タイ
プに総計しているため，データ的にみて1機
会当たりの利用者が極めて少ないような，重
力モデノレでは扱えない状況に適用することが
可能である。これは顕示空間選好モデルの特
徴のlつであり，たとえば， Girt(1976）は，
47の集漆に住む1,600人の住民の，200以
上の集落への食料品買物行動をかなりの精度
で予測している。
次に，立地タイプρ総数についてみると，や
はりこれも様々であることがわかる。とりわ
け， Hinshawand Stutz (1976), Timmermans 
(1979）の場合は，設定した立地タイプの中に，
それぞれ該当する教会p 商店街が全く存在し
ないものが半数近くあり，得られた無差別曲
線の解釈を多少とも困難にしている。また，
Girt (1976）は，選択確率が99.5%以上の立
地タイプと0.5%以下の立地タイプ， あわせ
て23を除いた， 17の立地タイフ・について無
差別曲線を描いているが，その形は複雑なも
のとなっている。立地タイプは距離と規模の
段階区分に基づいて設定され，距隊はマイノレ
ないしキロ・メートルで測定された直線距離
が一般的である。その中で， Timmermans 
(1979）は，都市内行動を扱っているとともあ
って，より実態に即した時間距離を用いてい
る。ただし，人間の行動範囲には限界がある
ため，当然立地タイフ．の設定に当たっては，
買物距離の上限を設ける必要があるが，それ
ぞれの場合について経験的に決められている
のが実情である。しかし，このように消費者
にとって同ーの行動範囲を仮定することは非
現実的であると考えるTimmermans(1979）は，
60分以内で各人各様の時間距離の上限を認
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Rushton (1969b) 
Rushton (1969c) 
Rushton (1971 c) 
対 象 地 域
アメリカ・アイオワチM(1960) 
アメリカ・アイオワ州（1934)
アメリカ・アイオワチトI(1960) 
アメリ力・ミシガン州〔1966～1968)
アメリカ・ミシガンリ引(1966～1968)
第 1表 顕示空間選好に関する研究一覧
立地
財・サービスサンプノレ数機会総数タイプ買物距離上限規模の定義
総数
食料品 603世帯 1,000前後の町l) 30 25－；，イノレ 人口
食料品 5,500 42 25－；，イル 人口
衣服 560世帯 1,000前後の町l) 30 25－；，イノレ 人口
食料品 287 30 25－；，イル 人口
衣服 '287 30 25－；，イル 人口
Kruskal 
のストレス
アルゴリズム
0 .434 M-D-SCAL 
M-D-SCAL 
M D-SCAL 
M-D-SCAL 
MD SCAL 
DeTemple (1971)2) アメリカ・アイオワ州U960) 20種の最寄品 6(3世帯 1,000前後の町。 48 487イル 人 口 0 .334 M D-SCAL 
Andersen et al. (1974) デンマー ク・モー ス地域（1972) 食料品 266世帯 41中心地3) 25 25キロ・メートル 中心地機能数 0 .507 AARSCAL 
Lentnek et al. (1975) メキンコ・アグγスカリエンテス州(1968）食料品 861世帯 129町村 24 人 口 M-D-SCAL 
Girt (1976) カナダ・ニュー ファンドランド地方 食料品 1,606世帯 200余りの集蕗 17 4) 100－；，イノレ 小売機能数 0.215l POLYCON〔修正）
Hinshaw and Stutz (1976）アメリ力・サンディエゴ（1972〕 教会 1,300人前後6)14教会 12 7）叩マイル 礼拝世帯数 M-D-SCAL 
Lieber (1977) アメリカ・バッフアロー 都市圏（1974) ボーリング 274人 41ボーリング場 24 4. 5マイル レーン数 POLYCON 
Timmermans (1979) オランダ・アイントホーフェン 買回り品 1,041世帯 175商店街 23 B) 60分 商店街従業者数 0. 011 MINISSA 
Timmermans ( 1980) オランダ・中部ヘノレデノレラント地域 買回り品の 4,500世帯 1z9l 60和・片－r1レ中心地階層 0.094 MINISSA 
オランダ・フリースラン卜地域 買回り品の 4,100世帯 15 9) 60キロイ－r1レ中心地階層 0 .069 MINISSA 
1）人口 50人以上の町を対象としているが，正確な数は不明。
2) Rushton (1969b）が利用 Lたデータを使用している。このデータは 196i年に実施された調査によっているが，そこでは1960年の買物行動が調べられている。
3〕中心地の数は39であるかもしれない。
4）該当する集落が全く存在しない立地ヲイプも含めると，総数は 40になる。
5）ストレス第2計算式によら。
6）サンプノレ数を示すと思われる 3つの数字が散見されるが，そのうちのどれが正しいサンプル数を示しているか不明である。
7）該当する教会が全く存在しない立地ヲイプも含めると，総数は30になる。
8）該当する商店街が全く存在しない立地タイプも含めると，総数は42になる。
9〕該当する中心地が全く存在しない立地タイプも含めると，総数は16になる。
め，この仮定を緩めている。他方，中心地 いる。デンマーク（Andersenet al., 1974），メ
（商店街）の規模は一般に人口で表わ喜れて キシコ（Lentneket al., 1975）の場合の無差別
いる。それに対し， Andersenet al. (1974）は中 曲線の意味するととは明白である。すなわち，
心地機能数，Girt(1976）は小売機能数， Ti・ それは，特定の距際範囲内では，消費者は最
mmermans (1979）は商店街従業者数を用いて 近接の中心地を利用するが，それを越えると，
おり，より具体的な指標で規模の定義を行な 専らより上位の中心地を利用する，といった
っている。その反面Timmermans(1980）のよ 選好パターンを記述しているのである。アイ
うに， 4段階の中心地階層によって極めて オワ州，ミシガン什l，メキシコの場合を比較
抽象的に規模を定義しているものもみられ したLentneket al. ( 197 5）は，無差別曲線の形
る。対象からみて当然のことではあるが， の違いを地域住民の所得差に帰し，所得水準
Lieber (1977), Hinshaw and Stutz(l976）は，そ が高まるにつれて人々の可動性は高まり，遠
れぞれボーリング場のレーン数と，教会礼拝 くても利便性が高い中心地を好んで利用する
世帯数をもって規模を代表させている。なお， ようになる結果であるとしている。ちなみに，
規模の上限については， Lentneket al. (1975) 各立地タイプの規模と距離の中央値を独立変
が人口2!600人以下の中心地を対象とした他 数とし，それに対応する尺度値を従属変数と
は特に設けられていないようである。 する，重回帰分析 (1次傾向函分析〉の標準
2）選好構造の地法・時間・財による差異 化偏回帰係数を手がかりにして，両変数の寄
選貴子構造を具体的に表現するものは無差別 与率を比べてみると，アメリカの2地域より
曲線であり，形としては，第3図に示した右 もメキシコの方が，距離のウェートが大きい
上りの平行曲線群が一般にみいだされる。従 ととが確認されている18）。立地タイプの設定
来，比較的多くの研究が食料品を対象として 方法が各々異なっているため， 一般的な結論
なされているため，この財について地域ごと を得るまでには至らぬが，以上5地域の比較
の無差別曲線の形を比較することができる。 から，たとえ同一財であっても消費者の選好
Rushton (1971c）は，アイオワ州とミシガン州 構造には地核差があるのではないかと考えら
両地域において，食料品買物行動にみられる れる。
消費者の選好構造を比較し，両地域の無差別 ところで，Rushton(1969c, pp.129～130）は，
幽線が平行関係にあるととから，地域を異に 当初より，選好構造が時間的に変化するであ
しでも選好構造は同じであるとしている。し ろうととを認めているε 同じく食料品在対象
かし，デンマーク（Andersenet al., 197 4），メ として，アイオワ州での1960年の結果を1934
キシコ（Lentneket al., 197 5），カナダ（Girt, 年の結果と比較すると，全体としては， 1934
1976）の例を比べると，これらの地域での無 年の場合にも 1960年の場合と同様な右上り
差別曲線の形は，右上りの平行曲線を描くア の無差別曲線群がみいだされるが，詳細にみ
メリカの2地域のものとは明らかに異なって ると両年次の聞には次のような違いがある。
いる。デンマーク（Andersenet al., 197 4）とメ すなわち， 1934年の場合には. 8マイル以
キシコ（Lentneket al., 197 5）のものは比較的形 内の無差別曲線はやや垂直に近い状態にあり，
が似ており，前者は6加を境にして，それま し000～1,500人規模の12～15-zイノレの範
で垂直であった無差別曲線が水平になってい 囲の無差別曲線は右上りから左上りへ一旦方
る。後者も 3kmを境にして，同様な直角状に 向を変え，また右上りになるという不規則な
曲がった無差別曲線群がみられる。カナダ 形を呈している。それに対し， 1960年の場合
(Girt, 1976）の場合には，距離が大で規模が には，特に3,000人以下の規模範囲にある無
小さな立地タイプを省いているためか， 1" 差別曲線において，距離と規模の代替傾向が
イルまで垂直であった無差別曲線は，そこを 顕箸である（第3図参照）。こうした点から，
境にして次第に傾きはじめ， 5マイル以遠で 彼は両年次の聞に消費者の選好構造が変化し
は複雑でいりくんだ形を呈するようになって たとし，次のような理由をあげている。ω高
-24 -
速道路網の改良による可動性の高まり，（2）規
模の内部経済の実現に伴う大規模店と小規模
店聞での価格差の出現，（3）樹す世帯の減少と
成立問の上昇の相乗効果による小さな町での
食料品店の消滅。しかしながら，何年次では
サンア勺レ数が圧倒的に違うことの他に，少な
くとも規模の商からみた機会分布に違いがあ
るであろうととを考慮すれば，空間的行動ノ守
ターンの変化の原因を一方的に選好構造の変
化に求めることには疑問が残る。企業家が，
現存する消費者の空間選好を変えるように機
会分布を変化させるととが当然予想されるた
め，ある地域での空間的行動ノfターンの変化
は，機会分布の変化によっても生じる。上記
(3）の理由は，この機会分布の変化と結びっく
ものであると考えられる。これは， 一定の時
聞が経過すれば，空間選好は機会分布の影響
をうけるであろうことを示唆しており，顕示
空間選好モデ〉レが成立するための大前提であ
る，選好と機会分布の相互独立性が保持され
ないことを意味している。
このようにみてくると，無差別曲線の形の
違いは，単に消費者の規模と距離の組合せ方
の性向の地域的，時間的差異を示すだけでは
なし地域的，時間的に異なる機会分布によ
って選好構造が影響をうける可能性があるこ
とを示しているとも解釈される。これについ
て， Lentnek et al. (197 5）のメキシコでの研究
がまたもや示唆的である。そこで得られた無
差別曲線の形は，ある距離を越えると，最近
接中心地ではなく，より上位の中心地を消資
者が好んで利用する傾向を示す，直角状のも
のであったが，それは研究地域の中心地体系
が首位都市卓越型のものであることに関係し
ているのではないであろうか。もしそうであ
るとするならば，選好構造が機会分布の影響
をうけていることは明白である。この点を意
識したためか， Rushton(I 97 I a）は，あらかじ
め仮定された選好構造をもっている消費者が，
異なる機会分布に直面して行なった選択結果
から，同ーの選好構造を復元しうることを示
す実験的研究を行なっている。仮想地域とし
ては都市内部を想定し， 1,135の機会に対し
て， 456世帯がりの立地タイプからなる無差
5:Jlj曲線にしたがって利用商店街の選択を行な
うものとした。実験から得られた無差別曲線
の形はもとのそれと類似しており，両方の尺
度値の聞には強い相関がみられた。一見する
と，この実験は，もし一定の選好構造が存在
しているならば，いかなる機会分布のもとで
選択を行なっても，その結果から復元される
選好構造は，もとのものと変わらないことを
証明しているようにみえる。しかし，そのよ
うに解釈するには，次の2つの点で不備があ
る。まず，との研究では，機会の空間的分布
パターンが明記されていないため，たとえば，
その分布パターンがランダムな場合と集塊状
の場合とでは，同じような選好構造が復元さ
れうるかは疑わしい。また，機会の規模別分
布パターンが異なる場合についても同様な疑
問が生じる。第 21とは，シミュレーションに
際しての選択ルールが明記されていないこと
により，結果の評価が困難になっている。多
分，消費者は，利用可能な機会のうち，最も
効用が大きいものを選択する，という決定論
的選択ノレーノレのもとでシミュレーションが行
なわれていると推/.Il］されるが，現実の選択は
より確率的要素が強いはずである。たとえば，
Beavon and Hay (1977）は，消費者はすべての
選択肢を同時に比較し，そのうちで効用が最
大のものを選択するのではなく，選択肢の集
合の中からランダムにlつを選びだし，その
効用を他の選択肢の効用と一対比較するとい
う過程をくり返すととによって，最終的な選
択がなされると考えた方がより現実的である
としている。したがって，この点からみても，
Rushtonの実験は，選好構造の機会分布から
の独立性を証明したととにはならないであろ
う。その意味では，第E章第6節で言及した
Bel (1973）と Rushton(1971b）の研究も，決
定論的な選択Jレールを採用している点で，結
果の評価は多少割引いて考える必要があるか
もしれない。もっとも， Timmermans (1979) 
は，得られた選好尺度に基づいて決定論的な
選択シミュレーションを行ない， 92%が実際
の選択と一致していることを報告している。
Girt (1976）の場合は，同様な選択シミュレー
ションを行なうと， 実際の選択と29%しか
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一致していないのに対し，確率的な選択シミ
ュレーションを行なうと，その適中率は 64
%に上昇したことを報告している。いずれに
しても，実験的な研究によって，選好と機会
分布の格互独立性を証明しようとするならば，
選択メカニズムにもっと注意を払わねばなら
ないであろう。
食料品以外の財については，詳しい比較が
困難なため，無差別曲線の形を簡単に列記す
るに留めたい。 Rushton( 1971 c）が食料品との
比較のためにとりあげた衣服の場合は，アイ
オワ州， ミシガン州いずれにおいても，右上
りの平行曲線が，距離が糟すにつれて次第に
傾いていく類似した傾向がみられる。全般的
にみて曲線の傾きの程度が食料品と比ベ緩や
かなことから，彼は財によって選好構造に差
異があると論じている。ポーリング場利用の
場合（Lieber,1977）には，全体としてみれば，
右上りの平行な無差別曲線群がみられるが，
詳細にみれば，曲線は，レーン数が端すと垂
直に近づき，距離が増すと水平に近づいてい
る。教会への出席の場合（Hinshawand Stutz, 
1976）にはかなり複雑で， S字型の無差別曲
線群に加え，距離が短く規模が大きい立地タ
イプがあまり好まれない傾向を示す無差別曲
線も並存している。 20種の最寄品全体に関
する選好構造の場合（DeTemple,1971）には，
距離が増すにつれて，右上りの無差別曲線の
傾きが次第に緩くなるという一般的なパター
ンがみられる。質問り品の場合（Timmermans,
1979）には，尺度値が示されているだけで，
曲線は描かれていないが，より大きな商店街
が好まれる傾向とともに，距離と規模のトレ
ード・オフ関係が小さな商店街においてのみ
みられる傾向が並存している。財が特定され
ていないためか，他の場合と異なる複雑な、曲
線パターンを予想させ，規模と距離を独立変
数とし，尺度値を従属変数とする傾向函分析
を行なうと， 3次傾向函でも金分散の 69% 
しか説明していない19）。ただし，オランダ ・
フリースラント地域と中部ヘノレデノレラント地
域での，同様に財を特定しない買物行動の場
合（T加 mermans,1980）には，後者の地域にお
いて， 15～30回の範囲で直角状の無差別幽
線が一部みられるものの，両地域を通して右
上りの平行な無差別曲線群が全体の基調をな
している。以上の研究例から結論めいたこと
を述ベるのはむつかしいが，財によって消費
者の距離と規模の組合せ方の性向が異なるで
あろうととを考えると，財が違えば，当然その
無差別曲線の形にも差異が生じるはずである。
3）問題点の考察前節では，食料品を対
象とした実証研究の比較を通して，選好構造
に地減差があることがわかり，その結果，選
好と機会分布の相互独立性が疑問視されるに
至った。とれはa 顕示空間選好モデルの存立
それ自体に関る問題でもあるため，本節では，
他の関連事項ともからめつつ，より広範にこ
の問題を考察してみることにする。選好構造
の地域差の原因が，たとえば Lentneket al. 
(1975）が指摘するように，地域聞の所得差に
あるとすれば，それは究極的には特定の属性
と結びついて生じる選好の個人差に還元され
る。 Rushton(1969b, pp. 216～218）自身は，食
初から選好構造に個人差があることを認めて
いるが，実際のモデル化に当たり， 「空間的
選択データに関しては，どのような人につい
ても， 〈その人が行なった〉非常に多くの選
択を観察することが普通できない」ため， 「様
々な人々の意志決定が，類似した選好関数か
ら生みだされたものと仮定」せざるをえなか
った（Rushton,1969b, p. 199）。こうした仮定
のもとで選好構造を抽出しようとすれば，均
質なサン7•ル集団を対象とする必要があり，
との条件がみたされたときはじめて，集団レ
ベルで得られた選好構造を個人レベルのそれ
と同一視することが可能となる。しかし，実
際には均質なサンフ勺レ集団をとりだすことは
必ずしも容易でなく，サンプリングの方法に
十分注意を払わねばならない。なぜならば，
データにみられる傾向と得られた尺度値にみ
られる傾向とが大きく違えば，無意味な選好
構造を抽出していることに他ならないからで
ある。たとえば， Rushton(1969b）の研究では，
最終的に得られた尺度値をみると，立地タイ
プ16が立地タイプ11よりも好まれる傾向に
ある。他方，M-0-SCALにかけられる以前の
選好確率行列では，この2つの立地タイプが
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問時に存在するとき，立地タイプ11が立地
タイプ16に対して選ばれる確率は1になっ
ており，常に前者が選ばれることを示してい
る。データと尺度値との聞にみられるこのよ
うな傾向の違いは，両方の立地タイプが同時
に存在するとき，そのうちの一方が選ばれる
状況がわずか1回（そのとき立地タイプ11が
選ばれている）にすぎないことによっている。
これはa ある立地タイフ。に該当するデータが
特に少ないとサンプノレ誤差が大きくなり，最
終的に得られる尺度値に重大な影響を及ぼす
ととを示唆している。 Rushton( 1971 a）は，あ
らかじめ仮定された選好構造の復元に関する
研究の中で，シミュレーションによって選択
されなかった立地タイフ。についてみると，復
元された尺度値の順位と，もとの選好尺度値
の順位との聞に対応関係がないことを指摘し，
こうした立地タイフ。が生じないようにサンプ
リングがなされるべきであるととを説いてい
る。したがって，単純なランダム ・サンプリ
ングを行なうと，特定の立地タイプへのみ選
択が集中し，誤った選好構造を抽出する恐れ
もあるのである。
ところで，Rushton(1969b, p. 199）は，前記
の引用文に続けて次のようにも述べている。
「総計されたデータから作成される，立地タ
イプ聞の非類似性を表わす視lj度は，また個人
間の（行動の）一貫性を調ljるものでもある
一」この言明に注目すると，顕示空間選好モ
デ）レは， iき好構造を抽出するものではなく，
サン7＇ル集団内の人々が行なう選択行動ノ4タ
ーンの一貫性を記述するモデルにすぎない，
という見解が成り立つ（Pirie,1976; Girt, 1976, 
1977）。制式で表わされるM・D-SCALへの入
力データが非類似性データであることは，こ
のような解釈を可能にする。とうした見解を
支持すれば，モデルの適合度は，多くの人々
の選択行動パターンの同一性・ 一貫性を測る
ための指標となる。適合度に関する領l肢とし
ては，前述の Kruskalのストレスがある。従
来の研究では，ストレスの値を表示している
ものは多くなく， Timmermans(1979; 1980）の
研究が10%以下の良好な適合度を示してい
る他は，いずれも Kruskalの評価基準と比べ，
十分な適合度を有しているとはいえない。適
合度を測る別の説｜肢としては， Girt(1976), 
Rushton (1976）が試みたように，各立地タイ
プごとに得られた尺度値問の差と，対応する
非類似性行列の各要素との間の相関関係を調
べ，その決定係数から判断する方法もある。
全般的に適合度があまり良くないことについ
て， Girt(1976）は，これまで用いられてきた
アルゴリズムM・D・SCAL自体が選好構造の抽
出には不向きであると し，POLYCONを修正
した独自のアルゴリズムを考案している。
M-D-SCALを用いた従来の研究では，入カデ
ータに相当する非類似性行列は対称（これは，
納式で計算される行列要素が示すように， 2 
つの立地タイプx,yのうち， zのyに対す
る選好度と， yのzに対する選好度とが等し
いことを含意している〉であるが，彼のアル
ゴリズムでは，それによって失われる情報量
が多いとし，行列要素〔ちがー0.5〕をその
まま生かす形でのセミ ・メトリ ックによって
立地タイプ間の距離を計算している。この新
しいアルゴリズムは極小値に陥る可能性が少
なく， M-D-SCALよりも良好な適合度を得る
ことができるとされている。ちなみに，彼の
カナダでのデータをM-D-SCALによって分析
すると，ストレスは0.32，決定係数は0.09
であるのに対し，新しいアルゴリズムではス
トレスは0.21，決定係数は0.94であり，適
合度は婚している。
アルゴリズムの不適切さ以外に，適合度が
良好でないととを説明するもう 1つの理由と
しては，こうしたデータがもっ構造を1次元
尺度でとらえきれないのではないか，という
ことが考えられる。通常p 1次元性の検討を
行なうためには，選好確率行列の推移性の検
定が必要である。 Rushton( 1969b）は，選好確
率行列の要素を，Pjpi> 0.5のとき1,P, 
く0.5のときOとし，この行列の推移性を次
の一意性の係数（Coefficientof consistency）を
用いて検定している。
24d 
(=lー ァー一一
k3-4k 
(kが偶数のとき〕.....帥
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24d 
( = 1 －－：－一一
k"-k 
( kが奇数のとき〉 ー削
ただし， hは立地タイプの数， dは一巡三角
形（triad）の数であり， Cが1のときは完全な
推移性が成立し， Cがotこ近づくほど非推移
性が顕著になる（佐藤， 1978, p. 83）。
Rushton ( 1969b）の場合も，同じ検定法を用い
たTimmermans(1979; 1980）の場合も殆ど 1に
近い値を得ており，彼らは1次元性が保証さ
れたとしている。しかし，一意性の係数が適
用できるのは弱確率的推移律
p (x, y）孟o.5, P (y, z）ミ0.5
→ p(x, z ]~ 0.5・ 帥
が成立する場合であって，帥式のような強確
率的推移律を前提とする顕示空間選好モデ／レ
には，かかる検定法は不適当であるという指
摘がある（Girt,1976）。すなわち，顕示空間選
好モデ、ノレでは，すべての選択肢の一巡三角形
(triad）に関し，強確率的推移律
p(x,y）と0.5,p(y, z )~ 0.5 
→p (x, z )G max〔p(x,y ), p (y, z）〕
・一帥
と，一対確率と選好尺度Uとの対応関係
P(x, y)>P(y, z〕
→u(x)-u(y)> u(y)-u(z) .・ー・帥
を仮定すれば，選択肢問の一対比較によって，
選択データからすべての選択肢を選好の間隔
尺度上に位置づけることが可能である。選好
尺度uは，選択の一対確率が1次元尺度上の
選択肢の値に比例することを含意しており，
Luce(1959）の個人の選択行動の理論における
U尺度と対比することにより， 2つの選択肢
の一対確率比は，他の選択肢の部分集合に対
し一定となる20）。
このようにLuce理論によって，顕示室間選
好尺度の1次元性に関して理論的裏づけが与
えられはするが，現実に 1次元選好尺度の抽
出が困難な場合には， 2次元以上の選好尺度
を想定せざるをえない。しかし3 その場合，
2次元以上の各次元の概念的内容は不明であ
る。それゆえ，比較的均質なサンフツレ集団を
対象としながらも，l次元選好尺度を抽出し
えないときには，結局，選好構造を形成する
要素の妥当性について検討を加えねばならな
くなる。これについては，すでに第E章第2
節で簡単な検討を行なったが， Girt(1976, p. 
150）は，距離と規模が明確な形で消費者の意
志決定過程に介入しないであろうと述べ，
Rushton (1969b, p. 395）も，この2変数は，
財の種類，品数，あるいは中心地を利用する
のにかかる不便さの代替指標であることを認
めている。 Rushtonが提出した枠組の中でモ
デルの改良をはかろうとすれば，より実態に
即した指標によって立地タイフ・を設定するこ
とがまず考えられる。これに関し，Timmer-
mans (1979), Timmermans and Rushton (1979), 
Maclennan and Williams (1979; 1980）は，立場
の違いはあるが，いずれも行動に闘する成分
を考慮すべきであることを強調しており，た
とえばPirie( 197 6）は，物理距離を認知距離に
おきかえることを示唆している。しかし，認知
距離と物理距離との聞に強い相関関係があり
(Briggs, 1973; Canter and Tagg, 197 5; Sherman 
et心.， 1979），さらに認知（時間）距離と現実の
時間距離との聞にも強い相関関係があること
(Burnet, 1978; MacEachren, 1980）を考えれば，
距離に関しては Timmermans( 1979）のように
時間距離を用いれぼ十分ではないかと思われ
る。規模の認知に関しても， Potter(l 978）は，
イギリス ・大7 ンチェスター都市圏のス トッ
クポ←トの事例で，規模を一定にしてみると，
リボン状商業地区や専同化した商業地区につ
いては，総計された消費者の情報水準は，階
層構造をなす他の商業地区のそれよりも低い
が，全体としてみれば，各商業地区の施設数
と情報水準との聞には強い相関関係があるこ
とを報告している。 Samuelson(1938a, p. 62) 
自身は，顕示選好理論を提出するに当たって，
合理的経済人ではなく，理想化された個人を
取り扱っていると述べているが，両者の問に
大きな違いはないように恩われる。また，中
心地理論にみられる行動公準の再検討をはか
るために当初案出された顕示室間選好モデル
も，人間の無矛盾な行動を前提にする限り，
それが念頭におく人間像はかなり経済人に近
いものと考えられる。このように，本来個人
差は問題とせず，理想化された人間の選択行
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動のモデル化をめざす顕示空間選好モデルに
とって，立地タイプの設定には客観的な指標
を用いれば十分なはずである21)0 各立地タイ
プの尺度値を被説明変数とし，それに対応す
るボーリング場レーン数と距商置を説明変数と
する重回帰式に，認知されたレーン数と距離
とを代入して得られた推定選好尺度値と，利
用者の実際の選好評価値との聞に強い相関関
係があることを示したLieber(1977）の研究は，
とうした考え方を支持している。もし消費者
の中心地に関する情報が完全であれば，認知
された規模と距離は現実のものと一致するは
ずである。結局，上記のととが問題となるの
は，消費者が各中心地に関しでもっている情
報量の違いが，中心地選択と多いに関係して
いるからであろう。
不完全情報の問題をとりあげ，顕示室間選
好モデルに否定的な評価を下したのは，
Maclennan and Williams (1979; 1980）であった。
彼らの主張を要約すれば，ほぼ次のようにな
る。現実の選択を選好結果として解釈するた
めには，完全情報を仮定するか，あるいは小
売体系が長期的にみて均衡状態にあることを
仮定しなくてはならない。中心地〈商店街〕
の分布それ自体は長期的に安定していても，
そこで提供される財の価格や種類は短期間
で変化する。そのため，消費者はこうした事
柄に関して完全な情報を常にもちえない。
さらに，小売体系金体が変動していると，消
費者は不完全情報の状態におかれ，非推移
的な選択がなされることにより，もはや顕示
選好の強公準は成立しない。不完全情報のも
とで，満足する選択肢を得ようとすれば，探
索行動をとらねば、ならない。しかし，消費者
は，主に費用的制約から限られた中心地（商
店街）しか探索の対象とせざるをえないため，
探索行動を続けることにより，従前IC形成さ
れていた選好構造は次第に変化し，選好構造
は環境（機会分布）から独立して存在しえな
いことになる。この結果，顕示空間選好モデ
fレの前提がみたされないことは明白となる。
すなわち，空間が選択の対象として存在する
だけでなく，選択を制約するものとしても存
在することにより，顕示選好理論は，空間的
成分をもっ選択にとって有効な分析の枠組と
はなりえないのである。この他にも，選好構
造と環境（機会分布）の相互独立性の仮定に
対する疑問はいくつか提出されている。たと
えば，都市と農村といったように場所が変わ
れば当然人々の選好構造も違うはずであり
(Maclennan and Williams, 1980, p. 913），都市
住民と異なる環境で育った農村住民が都市へ
移り住むとき，すぐさま都市住民と同様な選
好を示すとは考えられない（Sheppard,1979, 
pp. 373～374），といった批判がある。また，
規模が同じ中心地であっても，それが果たす
役割は地域によって異なるため，当然その選
択のされ方も相違するであろう（White,1976, 
p. 45），という意見もある。
以上のような問題点を考慮した上で，なお
かつ顕示空間選好モデJレを拡散問題へ応用し
ようとすれば，次のような前提条件を必要と
するであろう。第lに，顕示空間選好モデノレ
を，サンフ・fレ集団内の各人の選択行動の一貫
性を測るモデルとしてではなく，選好構造を
抽出するモデルとみなすことlこする。そのた
めに，サンフ勺レ集団はできる限り均質なもの
でなくてはならない。これは現実にはかなり
やっかいな条件であるが，各人の学習効果の
影響を一定に保つような工夫（たとえば居住
年数の統一）は是非とも必要であろう。第2
に，顕示空間選好モデ川立，中心地（商店街）
選択モデ、Jレであって，店舗選択モデルではな
いものとする。このように仮定するととによ
って，モデ／レは，依然として消費者の買物行
動と中心地体系の相互規定関係に留意したそ
デJレであり続けることができる。その場合，
立地タイプを構成する要素を基本的に変える
必要はないが， Timmermans釦dRushton 
(1979）がその必要性を認めたように，不完全
情報に関する成分をモデルにつけ加えねばな
らない。もっとも，この成分は，買物距離の
上限を設けることによってある程度まで考慮
済みとも考えられるが，その距離範囲内の中
心地（商店街〕の認知水準は同ーでないはず
である。そこで，この問題に対するlつの対
処案としては，データを集める際に，各消費
者が認知している， 当該財を提供する中心地
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〈商店街）を同時に翻ベ，それらを選択の対
象とみなし，一対比較分析することが考えら
れる。次案としては，主に都市内での空間的
行動研究から，情報成分を角度におきかえる
ことが示唆される。たとえば，イギリス・大
マンチェスター都市圏のストックポー トをフ
ィー ノレドとしたPotter(1977a; 1977b; 1979）の
一連の研究は， CBDを頂点とし，内部に消費
者の住宅を包みこんだくさび形の商店街利用
圏・認知圏が存在するととを指摘している。
また， Hanson( 197 6; 1977）のスウェーデン・
ウプサラをフィールドとする研究は，消費者
の住宅からCBDに向かう方向とその逆の方向
との問にみられる，食料品店の位置とインテ
リアに関する情報水準の差違を明らかにして
いる。この両者の研究は，特に都市内での実
物行動の場合，都市内居住者がもっ認知地図
によって説明される，方向性のバイアスが空間
選好に関係していることを示唆する。したが
って，情報成分を考慮するならば，距離と規
模に加え， CBDを頂点とするくさび形の認知
圏がなす角度を新たな要素とする立地タイプ
を設定することによって， 3次元の無差別曲
面を考えることができょう。第3に，抽出さ
れた選好構造は，長期にわたって存在しえな
いものとする。これは，小売体系の変化や消
費者の探索行動に伴う選好構造の変化を認
めていることに他ならない。顕示選好理論は，
観署長期間内の学習過程を排除することによっ
て，人間の行動に一貫性をもたせようとす
るため，そこで扱われる行動が，現実のも
のとは思われないという批判（Pirie,1976）に
対しては，消極的であるが，とのように仮定
せざるをえないであろう。第4に，もし財を
特定するならば，低次財が望ましいであろう。
なぜならば，購入頻度からみて高次財ほど情
報が不完全になる恐れがあるからである
(Maclennan and Williams, 1980）。最後に，抽
出された選好構造を基にして，選択行動のシ
ミュレーションを行なう際には22），意志決定
メカエズムを別途にくみこむものとする23）。
とれは，選好によってのみ選択行動が決定さ
れるものではないという批判（Pirie,197 6）に
答えるための処震である。その具体的手順を
示さねばならないが，さしあたっての代案が
筆者にはないため，それは今後の検討隷題と
しておきたい。以上のような限定を加えても，
抽出された選好構造が，当該地域の機会分布
の影響をうけているのではないか，という疑
問は依然として残る。この点が明確にされな
い限り，顕示空間選好モデルは， Rushtonが
いうような空間的行動モデルにはなりえない
であろう。
N 顕示室間選好モデルの空間的
拡散研究への応用－ DeTemple 
モデルの紹介一
顕示室間選好モデルを援用して， DeTemple 
(1971）は，採用が，中心地の利用選好によっ
て規定されると思われる，農業上のイノベー
ションの拡散過程のシミュレーションを行な
っている。彼のモデ〉レの内容を略記すると，
次のとおりである。
(1）潜在的採用者すべてについて，抽出さ
れた選好尺度に基づき，立地タイプ選好順位
第5位までに相当する5つの利用中心地を決
定する。中心地の数を5としたのは，アイオ
ワ州の各世帯は，選好構造を抽出するために
選ばれた20種の最寄品を，金額的にみてほ
ぼ5つ以内の中心地で購入しているからであ
る。
( 2）情報を伝える採用者が5つの中心地を
利用する確率は，選好確率行列から次のよう
にして求められる。ただし，ここでは便宜上，
中心地の数は3として示すことにする。いま，
第2表が，ある採用者の3つの中心地の利用
第2表選好確率行列 〈列ごとの立地ヲイプ
が行ごとの立地ヲイプよりも好まれ
る確率を表わしている〉
立地
17 43 36 タイ 7•
ナシュア（N〕 17 0.37 0.04 
チャーノレズ・
43 0.63 0.09 シティー （C〕
ウェイヴァリー
36 096 0.91 (W) 
※De Temple (1971）より
に関する立地タイフ・5.Jij選好確率行列を表わす
ものとすれば，各中心地が選択される確率は，
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P(N）＝一一立一一＝＿＿＿＿！＿一一
N+C+W C W 
I十万＋N
????? ???
?
C 
P(C）＝一一三一＝＿＿＿＿！！＿一一
N+C+W C W 
1＋万＋N
0.37 
0.63 0.5873 
0. 37 0. 04 1. 629 
1十一一一＋一一一一0. 63 o. 96
= 0.3605・－ 帥
日F
P(W）＝一~＝ N 
N+C+W C W 
1 +N+1す
=0.0256 .. ー伺
と計算される （P(N)+P(C)+P(W) = 
1. 0）判。これが情報伝播確率そのものであ
ると仮定し，累積確率に変換した後，モンテ・
カルロ法によって採用者から利用中心地への
情報の伝播をシミュレートする。
(3）情報が伝えられた中心地においてのみ，
そとを利用する人々の聞で情報がランダムに
伝えられるものと仮定し，モンテ・カノレロ法
によってランダム伝矯過程のシミュレーショ
ンを行なえば，新しい採用者が次々に決定さ
れることになる。
DeTemple (1971）は， とのモデ、1レを用いて，
アイオワ州北東部での新しい飼料作物貯蔵庫
の拡散のシミュレーションを行なった。1951
年における採用者21人の分布を初期条件と
して， 7世代にわたって合計400人前後の採
用者の分布がシミュレートされたが， 10回の
試行を通じ必ずしも満足がいく結果は得られ
なかった。 1つには， 18年にも及ぶ対象期
間（1950～1967年〉の採用者の中心地選択
行動を， 1960年1か年の顕示空間選好で説明
しようとしたところに無理があるからである。
2つには， 1967年の時点での採用者395人
をシミュレートするのに選ばもれた， 1,000人
の潜在的採用者の特定方法，サンプリング方
法に問題があったのではないかとも考えられ
る。また，中心地でのみ情報が伝えられると
いう非現実的な仮定を設けていることも，適
合度を低める原因になっていると思われる。
あらかじめサンフ．ル地域において近接効果が
働いていないことを確かめた上で， DeTemple 
モデルが用いられたのであったが，平均情報
圏の概念が同時にモデルに組みこまれていた
としたら，より良好な結果が得られたかもし
れない。すでにみたように，顕示空間選好の
概念それ自体は多くの問題点を抱えているが，
DeTempleモデルは，それを空間的拡散研究
に援用することによって， lつのモデルの中
で，距離減表的な情報の伝播に加え，中心地
を介しての飛地的な情報の伝播をシミュレー
トしうる可能性を示した点で，一定の評価が
与えられるベきであると筆者は考える。
V むすび
行動論的接近法の特徴が，学習，知覚，認
知，態度形成といった人間の行動過程の解明
にあるとすれば（Golledge,J 981），主に選好の
みから消費者の中心地（商店街）選択行動を
とらえようとする顕示空間選好モデルは，買
物行動に関る複雑な意志決定過程の一部分を
とり扱ったものにすぎない。現実のデータに
よって，中心地理論に含意される行動公準を
検証することから研究が始められたため，そ
こでいう行動は，経済人を全く否定した形の
人聞の行動をさしているのか，単に効用を再
定義しただけの，本質的には経済人と変わら
ない人間の行動をきしているのか，暖味なも
のとなっている。その基礎をなす顕示選好理
論自体，経済学において評価は様々であり
(Pirie, 197 6），顕示空間選好モデfレも，選好と
環境〈機会分布〉との相互独立性の仮定がみ
たされない限り，当初主張されたような空間
的行動モデルとして存立することはできない。
?
? ?
?
? ?
選好以外の意志決定過程に介在する要素をモ
デルに組みこむことが当面の課題であるが，
一方では選好モデルとはみなさず，施設配置
の公平さを測定するモデルとして用いようと
する動きもみられる（Girt,1977）。
現在，買物行動研究は，中心地（商店街）
の選択よりも店舗の選択に関心が移ろうとし
ている。との方面において顕示空間選好モデ
ノレを利用しようとすれば，J.lljのより適切な関
連変数によって立地タイフ．を決定しなければ
ならない。そのためには，直接的に選好を測
定することがまず先決であり， MDSやReper・
tory Grid法を用いた近年の実証研究は， 一面
でこの要請に答えるものといえるかもしれな
い。また，確率的（probabilistic）選択モデ／レと
いう観点からみた場合， Huffモデ、ルと顕示空
間選好モデルがその範鳴に含まれる定数効用
モデノレとは別に，心理学における Thurstone
のカテゴりー判断法則に基づき，効用自体を
確率変数とみなす確率（random）効用モデルが
提唱されているのも近年の目新しい傾向であ
るσ1pkin,1977; 1979）。どのような接近法が
とられるにせよ，現実の買物行動をよりよく
説明しようとすれば，もはや単一目的・単一
中心地 （商店街）の選択行動モデルではなく，
前住地や勤務地との関係も考慮した多目的 ・
複数中心地（商店街〉の選択行動モデJレが必
要なことは明らかである。こうした傾向をさ
らにおし進めていけば，貨物行動のみをとり
だした中心地（商店街〕の利用行動を分析す
ることはもはや無意味となり，すでに一部の
研究にその徴候がみられるように，日単位あ
るいは週単位といった時間的経過の中で各世
帯の行動軌跡をとらえた形のモデルの構築に
向かうことが予想される。このように，時関
空間座標を準拠枠とする行動論的接近法は，
いまや買物行動研究においても重要な分析の
枠組の1つを形成しつつあるのである。
i主
1〕Berry(Berry and Barnum, 1962, p. 63）は，第
2因子負荷量による f市」段階に立地する中心地
機能の識別基準値は便宜的なものであるとしてい
る。「市J，「町」， 「村」段階の中心地区分と，そ
れに対応する中心地機能分類に用いられた負荷量
基準値は，全般的にみて恋意的に決定されている．
2) C. E. Osgoodによって，言語の意味量測定する
目的で考案された方法であるが，現在ではイメー
ジの測定，態度調I）定にも広く使われている．この
方法は，刺激として提示されたコンセプトがもっ
内容を多元的に表現するために，反対語を両端に
おいた5～7段階の評定尺度を 10～30個程度用
い，コンセプ卜の印象を各尺度上に評定するもの
である．因子分析を併用すれば，コンセグト群が
もっ内容の基本的な構造を探ることが可能である
（佐藤， 1978,pp. 45～47, p. 252). 
3 ) Louviere ( 197 5）は， Burnet(1973）のデータ
の集め方，よりどころとする心理学の理論，方法
等に関して多岐にわたった批判を展開している。
それに対し， Burnett(I 97 5）は，技術論的レベル
に終始した反論を行なっているが， Louviere 
(197 5）論文の基翻をなす，自然科学的観点に立
った人間行動のモデル化に対する批判には答えて
いない。
4）買物行動ではないが，選択結果としてみた行動
バターンの中に~e維や規模の影響がみられること
に言及した研究についてふれておきたい.Massam 
and Bouchard (197 6）は，カナダ・モントリオー
ル市内16の病院を対象に，そこでの患者の函接
調査から，他に知っている病院を尋ねた。そして，
それらを合計したものの中から各々の病院が選
ばれる頻度を一対比較法によって求めた．それ
から非類似性行列を算出し，それをノンメト リッ
クな MDSのアルゴリズムの1つである MINISSA 
(Michigan -Israel -Netherlands -Integrated 
Smallest Space Analysis）にかけ， 2次元解を求
めた。他方， 10か所で50人の通行人を対象とし
て，軽傷・病気の際に利用する病院を尋ね，それ
らと，それらよりもより一層通行人の住宅に近いす
べての病院とを合わせたものの中から，各病院が選
ばれる頻度を一対比較法によって求めた。そして，
それに対し，上記と同じ方法を適用し，2次元解
を求めた。いずれの場合も，解を退化させる l病
院を除いて再度計算が試みられたが， 2次元空間
上に表わされた病院の位置は，現実の地図上での
位置と一致せず，いかなる具体的な解釈も与える
ことはできなかった．しかし，モントリオールで
の通行人の場合と同じ方法を用いて， 82の病院を
12の地区別カテゴり にー統合し， 3つの利用者
グループ 〈移り住んで2年以内の275人，もとか
ら住んでいる275人，両方を合計した550人）の
病院利用行動パターンをそれぞれ分析したマレ
シー7 ・デアラノレンプールの場合（Massamand 
Bouchard, 1977）には，意味ある結果が得られた。
最初はやはり 2次元解の解釈が困難であったが，
特異点的な3つの地区カテゴリーを除いて再び分
?，????
選好順位と同ーであることの数式証明がなされた
にもかかわらず，それが成立するための前提条件
である個々の立地タイプの独立性が，彼のデータ
ではみたされていないことであった。第2には，
サンプJレ世帯の行動ペヲーンに対する説明力が，
最近接中心地利用公講による場合と比ベ，大差な
かったためである（Rushton,1969a). 
12) Rushton (1969b）はこのように記しているが，
一対比較法のうちどの方法を用いたか不明であり，
とりわけ彼の論文中第2表の数値の求め方が筆者
は十分理解できなかった。
13）すなわち，該当する立地タイプにデ－IJが存在
しないことを意味し，その立地ヲイプは分析の対
象からはずされる。
14）ストレス第2計算式は次のように定義される．
( i手 j）…閥
• " Jヘ aε -~ (du-aiりf
,-1 ;-1 . 
( d= j）倒
2主（dり－d)2 
ただし
- l 九略
d ＝ 一一一一一一一－~ ε d., 
η（η－1）四1j-1 ’ 
である。
15）財によっては中心地の人口のみで十分成立闘が
遥せられるものもあるため，この主張が全面的に
正しいとはいえないであろう。
16) Be1(1973）の論文を読む限りでは，財ごとに無
差別幽線が求められ，個々の市場地織が画定され
たかどうかは不明であるeRushton (1969b）のア
イオワ州（1960年）での食料品に関する無差別
曲線が論文中に示されており，この1財の市場地
域をもってすべての財の成立闘が計算されている
のではないであろうか。
17）第1表はできる限り正確に作成したつもりであ
るが， Andersen et al. (1974）と Timmermans
(1980）の給文に関しては，不正確な個所がある
かもしれない． なお，第 1表に関して，~の事項
を補足しておきたい．第1に， Rushtonの1971
年（C）の論文では，アイオワ州の1960年の食
料品に関して. 1969年（b）の論文中の結果と
は別に，サンプFレ数を560世帯に減らして再度分析
が行なわれているが，その結果は第1表に掲げな
かった．第2に， Andersenet al. (197 4）は，距
離の上限を7kmとした上で，新たに24の立地タ
イプを設定し，再度分析を行なっているが，その
結果は第1茨に掲げなカ句た。第3に， Girt( 1977) 
は，彼がカナダで行なったと思われるいくつかの
研究結果を簡単な表にまとめているが，それを第
1表には掲げなかった。 したがって，以上の研究
結果については，以下で特にふれていない。
析したところ， 3つの利用者グループに共通して，
2つの次元のうちのlつが，規模と関係するより
好ましい病院を利用する傾向を表わし， 2つの利
用者グループに関しては，残る1つの次元が近隣
の病院を利用する傾向を表わしていると解釈され
た。彼らの方法の特徴は，利用者が最近接では
ない地点を選ぶことは，より大きな満足度と余分
な距離とをトレード・オフした結果であると仮定
し，選ばれた地点とそれよりも住宅に近い地点と
を比較する，という点にある．したがって，比較
の対象が距雌のみによって限定され， しかもその
判断が研究者自身に一方的に委ねられる欠点はあ
るが，それでもクアラルンプールの場合のように，
選択に際し距離と規模とが関係している可能性が
示されていることは興味深いものといえよう．
5）筆者は朱見であるが， HuffがLuce理論に直
接言及しているのは， 1962年の著作においてで
はないかと思われる。
6) Luce理論の説明は，主としてタームス他(J.974,
pp. 161～164）によっているが，印東 (1973,
pp.29～44）にも詳しい紹介がなされている。
7) Luce淫論では，選択の確率がOあるいは1の
場合の公理も述べられているが，ここでは省略す
る。
8）形態的にみた Huffモデルとその修正モデルは，
空間的相互作用の発生量の合計が既知である発生
制約型の重力モデルである（Battyand Mac恒久
1972）。こうしたモデルは，通常の最小二乗法に
よる回帰分析が不可能な本質的非線形モデルであ
る。したがって， Huffモデルは，距離E医療係数
の解釈をめぐる問題の他に，本質的非線形モデル
のバラメーヲ推定法には完全に徹立した方法が存
在しない，という技術論的問題も内包している．
9）この定義はRushton(1969a）によるものである
が，経済学の無差別曲線図との対応をはかるなら
ば，定義において， 「空間的機会」よりも「空間
的属性Jという言葉を用いた方がよいかもしれな
10) M-D-SCALをはじめとして， MDSに関する概
説書としては，シェバード他（ 1976), 林 ・飽
戸（1976），高根（ 1980），斎藤（1980〕が
ある．また，本稿よりもやや詳しいM-D-SCALの
紹介は，杉浦（1980）を参照されたい．
11) Rushtonは，以下で紹介する顕示空間選好モデ
ノレを提出する以前に，距離と規模それぞれについ
て階級区分された立地ヲイプBIJに，現笑の利用世
帯数を理論上の利用世帯数で除した形の，中心地
吸引力指数モデルを考案している（Rushtonet al., 
1967いしかし，最終的にはこのモデルは棄却さ
れることになる。その理由は次の2つである。第
1には，吸引力指数の順位が，選択の基縫をなす
?
?
?
? ?
18）無差別曲線の形は，消費者による規模と距離の
組合せ方によって決定されるため，得られた尺度
伎に対する両方の属性各々の寄与率が判明すれば，
無差別曲線の形の主観的な評価を避けることがで
きる。Rushton(197 6）は，かかる問題をジョイン
ト尺度の分解（decomposition）問題と呼ぴ， 2つ
の属性の効果を分離するための方法を3つ提示し
ている。そのうちのlつは， Lentneket al. (1975) 
と基本的には同じものであり，得られた尺度値の
傾向面分析によって平滑化された無差別曲線を求
め，その形から距離と規模の効果を検討しようと
するものである。残る2つの方法は， Fishburn
(1967）による加法的効用（Additiveut出ty）を求
めるためのグラフ法（筆者仮称〉と，＝ンジョイン
ト・メジャーメント（Conjointmeasurement）法
である。前者の方法は，次式のように2つの属性
を合わせて1つにしたときの効用が，各属性の効
用の和に等しいと仮定する考え方に立っている。
u(x1, xz)= Ui(Xi〕＋均（x2）・・0
この方法によると，グラフ上で2つの無差別曲線
を描ければ，それから2つの属性各々について単
位が同一な効用例肢を推定することができるとさ
れる。後者の方法は，非類似性行列の各要素が，
2つの属性が行と列の対応する水準で同時に働い
た場合に生じる効果の大きさを表わしているとみ
なし， MOSのコンジョイント ・メジャーメント
．モデノレのlつであるPOLYCON(POLYnomial
CONjoint measurement model）を適用すること
によって，各属性ごとに1次元尺度値を得ょうと
するものである．なお，いずれの方法においても，
2つの効用調IJ度（尺度値〉を合計すれば，新たな
ジョイント尺度が求められる。
19）なお，アイオワ州 （1960年）， ミシガン州，
メキシコでの食料品の場合（Lentneket al., 1975) 
L パッフアローでのボーリング場利用の場合（Lie-
ber, 1977）には，無差別曲線の形が単純であるた
めか， 1次傾向函による税明率は， ミシガン州の
場合が60%の他は，いずれも80%を上回っている。
20〕もっとも，White(197 6）は，こうした Luce理
論の定比貝ljの仮定は，現実の買物行動においては
奇妙であるとし，選択肢開の一対比較から1次元の
空間選好尺度が得られるという，Rushton(1969b, 
pp. 200～201）の主張には疑問主投げかけている。
21）沼知された距離と規模で定義された立地タイプ
に基づいて，ある地域で抽出された選好偽造を．
他地域での買物行動の予測に用いようとするとき，
現実の距離，規模と，認知された距舵規模との
問の対応関係がわかっていないと，利用中心地の
特定ができないはずである。それゆえ，こうした
手続きを必姿とするならば，あえて認知された距
離，規模走用いなくてもよいのではないか，とい
う主張が成り立つ．
22）他地域で設定された立地ヂイフ・の範囲に含まれ
ない機会が存在する地域では，他地域で抽出され
た選好構造を用いて，買物行動を予測することは
原則としてできない．しかし， Timmermansand 
Rushton (1979）は，外締法によって来知の立地
タイプの尺度値を推定すれば，それは可能ではな
いかとしている。
23）すでにふれた Maclennanand Williams ( 1979) 
の批判に対し，Timmermansand Rushton (1979) 
は，従来，効用最大化のもとで看過されてきた意
志決定メカニズムをとりいれた形で，選好構造を
嫡出する必要があることを認めている．しかし，
現在の顕示空間選好モデルの枠内で，それが一体
どのようにしてなされうるのか筆者には想像がつ
かない。したがって，意志決定メカエズムの組み
こみ方は，本文中のような形をとらぎるをえない
のではないかと考えられる。なお，これに関し，
Maclennan and Williams (1980）は，顕示選好理
論に，直接的選好個IJ定研究と空間的探索・学習モ
デルを組合せた折衷的接近法を薦めている．
24）筆者は，この確率計算の原理がよく理解できな
かった。選好尺度を抽出する基になった，第2表
の一対（選好〕確率から算出されていることから
みて， Luce連総に慕うちされたものであろうと
予想される．この方法とはg1Jに，抽出された選好
尺度を直嬢用いた選択確率の推定方法も考えられ
るであろう。
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〔後記〕 本稿は，’70年代の空間的拡散研究の動向を整理する過程で生まれたものである.DeTmpleモヂ
ル在理解するためには，顕示空間選好の概念とMOSについて理解を深めることが何よりも先決であった。
その全体像をとらえたいま，ようやくここにとりまとめることができた。しかし，筆者の経済学，心理
学に関する知織はおぼつかなく，細部の理解が依然として不十分なものであることは否めなし、。脱稿後，
最近緩中心地利用公準と重力モデルをひきあいに出し，顕示空間選好の概念がもっ倒題点在指摘しなが
らも，好意的に評価した論文（Hubbard,R. and Thompson, A. F町(1981）：・ Preferencestructures and 
consumer spatial indifference behaviour: some theoretical problems. Tzjdschrift voor Econ. en Soc. 
Geograρe, 72, 35～39）が現われたこ とから判断して．このテーマをめぐる論争はしばらく続くかもし
れない。
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